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序     文 

 

国際協力機構は、ニカラグア共和国政府からの技術協力の要請に基づき、平成 18 年（2006

年）1月から 5年間、技術協力プロジェクト「住民による森林管理計画」を実施しています。 

当機構は、5年間の協力期間の終了を前に、本プロジェクトの実績の把握および評価を行

い、今後両国が取るべき措置を両国政府に提言することを目的として、平成 22 年 7 月 19

日から同年 8月 9日まで、当機構地球環境部技術審議役 宮薗浩樹を団長とする終了時評

価調査団を同国に派遣しました。 

調査団は、過去 4年 6ヶ月間の投入実績や活動の達成度を確認し、ニカラグア共和国政

府関係者との協議およびプロジェクトサイトでの現地調査の実施を通じ、プロジェクトの

運営や事業内容等に対して必要な提言を行いました。 

この報告書が本プロジェクトの今後の推進に役立つとともに、この技術協力プロジェク

トが両国の友好・親善の一層の発展に寄与することを期待いたします。 

終わりに、本調査に対しご協力とご支援をいただいた両国の関係者の皆様に、心から感

謝の意を表するとともに、引き続き一層のご支援をお願いする次第です。 

 

 

平成 22 年 10 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

地球環境部長 江島 真也 

 





プロジェクト位置図 

   １．ニカラグア共和国の位置 



 

 

２．プロジェクト９村落の位置 



写     真 

  

プロジェクトサイト (El Charco 村) プロジェクト参加住民の住居 （Las Lajas 村） 
林業・農業・牧畜等、複合的な生産活動を営んでい

る。 

  

土壌流亡の状況 (El Guayabo 村) 
森林伐採後の傾斜地で土壌流亡が 
引き起こされている例。 

住民集会 (El Charco 村) El Charco 村の住民集会に

は、この日、徒歩 1 時間半の距離の Talolinga 村か

らも 3 名の住民が参加した。 

  

ワークショップの様子(Cerro Colorado 村) 
防災森林管理計画や村落活動計画を壁に張り出し

て参加住民とともに検討。 

個人活動計画 
村落の識字状況に配慮して、個人活動計画は 
絵図によって描くよう指導されている。 



  

傾斜地農地に作られた石積工 (El Guayabo 村) 
ワークショップを通じて住民が設置。上流部に森林

が残され、トウモロコシ、キャッサバ、タロイモ類

の栽培を確認。 

グループ管理による植林用育苗（El Charco 村） 
近年は、住民が育苗技術を習得し、グループ管理よ

りも個人管理が一般的になってきている。 

  

住民による活動説明 (Las Lajas 村) 
村落に作られたグループ管理の育苗施設 

湧水量が安定したとされる水源 (El Charco 村) 
森林管理を通じての水土保全の結果、この数年間に

湧水量が回復したと説明する住民。 

  

合同評価委員会の開催（Leon 市） 
終了時評価をニカラグア側日本側合同で実施。 

INAFOR 長官（Leon 市 ミニッツ調印時） 
本プロジェクトの理念や手法、実施体制を他地域の

プロジェクトにもでも取り入れたいとしている。 

 



略 語 表 

略 語 正式名称 和 文 

APRODESA 
Asociación de Profesionales para el 

Desarrollo Agrario 
アプロデサ（再委託先 NGO） 

C/P Counterpart カウンターパート 

EEP Equipo de Ejecución del Proyecto 

プ ロ ジ ェ ク ト 実 施 チ ー ム

（ETC,APRODESA,日本人専門

家チームで構成） 

ETC Equipo Técnico Conjunto 

共同技術者チーム 

（INAFOR 技術者と市環境室技

術者で構成） 

FONADEFO Fondo Nacional de Desarrollo Forestal 森林開発国家基金 

INAFOR Instituto Nacional Forestal 国家林業庁 

INTA 
Instituto Nicaragüense de Tecnología 

Agropecuaria   
ニカラグア農業技術院 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

MAGFOR Ministerio Agropecuario y Forestal 農牧林業省 

MARENA 
Ministerio de Ambiente y Recursos 

Naturales 
環境天然資源省 

MST 

Manejo Sostenible de la Tierra  

en Áreas Degradadas Propensas a Sequía en 

Nicaragua 

ニカラグア国干ばつ傾向地帯 

土壌劣化地域の持続的管理 

M/M Minute of Meeting 協議議事録 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

PCM Project Cycle Management 
プロジェクト・サイクル・マネジ

メント 

PDM Project Design Matrix 
プロジェクト・デザイン・マトリ

ックス 

PO Plan of Operations 活動計画 

PROMAFP Proyecto de Manejo Forestal Participativo 住民による森林管理計画 

R/D Record of Discussion 討議議事録 

UTT-PPM 
Unidad Técnica Territorial-Proyecto 

Plan Maestro 

INAFOR 内の「マスタープラン

実施ユニット」 

 





i 

評価調査結果要約表 

 

1. 案件の概要 

国名： ニカラグア共和国 案件名：住民による森林管理計画 

分野：自然環境保全 援助形態：技術協力プロジェクト 

所轄部署：地球環境部  

森林・自然環境グループ 

森林・自然環境保全第二課 

協力金額：約 1.9 億円 

先方関係機関：国家林業庁（INAFOR）、 レオ

ン県 3 市（アチュアパ市、エル・サウセ市、

サンタ・ロサ・デル・ペニョン市）環境室

（UAM） 

日本側協力機関：社団法人 日本森林技術協会

協力期間 2006 月 1 月 23 日 

～2011 年 1 月 22 日 

（5 年間） 

他の関連機関：林野庁 

１-１ 協力の背景と概要 

ニカラグア共和国（以下「ニ」国）の森林面積は、1940 年頃は約 700 万 ha（国土面

積の 54％）であったが、薪炭材の生産のための森林伐採、焼畑耕作による無秩序な開

拓、綿花・サトウキビ等の農地への転換等により、現在では約 330 万 ha（同 25％）ま

で減少し、土壌流亡・侵食や生態系への悪影響等が懸念されている。また、1998 年 10

月に襲来したハリケーン・ミッチにより、多くの人命被害が発生し、農地、道路等に

甚大な被害を受けた。特に、マリビオス山系の西側山麓では、大規模な土石流が引き

起こされ、二つの集落が壊滅し多数の被害者が出た他、マナグア湖に流入する河川の

氾濫やマナグア湖の水位上昇などの被害を受け、河川流域の森林管理や植林事業を通

じた水土保全機能の回復を踏まえた防災対策が喫緊の課題となっている。 

このような状況のもと、我が国は、北部太平洋岸地域約 100 万 ha を対象に、住民に

よる森林管理の取り組みを通じて水土保全機能を向上させるための防災森林管理計画

の作成と対象地域の住民による森林管理のための実証調査を行う開発調査「ニカラグ

ア国北部太平洋岸地域防災森林管理計画調査（2000 年 12 月～2004 年 7 月）」を実施し

た。 

上記開発調査で策定されたマスタープランをふまえ、「ニ」国は上記開発調査の実証

事業で実施された北部太平洋岸地域の中から 9 箇所（3 箇所／市）を対象村落として選

定し、住民自らの森林管理活動により住民の森林管理能力向上を図るとともに、住民

が森林管理活動を自立・継続して実施できるよう国家林業庁（INAFOR）職員と市環境

室職員の連携による住民支援体制（共同技術者チーム：ETC）の整備を目的とした技術

協力プロジェクトをわが国に対して要請した。 

以上のような要請を受け JICA は 2005 年 3 月に事前調査団を派遣し、プロジェクト
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基本計画が取りまとめられ、同年 11 月に R/D が署名された。翌 2006 年 1 月よりプロ

ジェクトが開始され、2008 年６月には中間評価が行われ、2011 年１月にプロジェクト

終了の予定となっている。現在、INAFOR の職員、及び対象３市（①Municipio de Sta.Rosa 

del Peñón,  ②Municipio de  El Sauce,  ③Municipio de Achuapa）の環境担当職員（普

及員）をカウンターパートとして以下の概要のプロジェクトが実施されている。 

 

１-２ 協力内容 

1-2-1 上位目標 

対象 3 市の住民による森林管理の取り組みによって、水土保全機能が高められる。 

 

1-2-2 プロジェクト目標 

対象 3 市の対象村落において、参加住民による持続的な森林管理活動が促進される。

 

1-2-3 アウトプット 

(1) 対象村落の参加住民による防災森林管理活動計画が策定され、実施される。 

(2) 対象 3 市における住民支援体制が強化される。 

(3) 対象村落の参加住民が森林管理技術を習得する。 

(4) 対象村落の参加住民が森林管理の重要性を理解する。 

 

1-2-4 投入（評価時点実績累計） 

(１) 日本側： 

・専門家派遣： 

計４名（総括/森林管理、アグロフォレストリー／生計向上、農村社会開発、村落林業/

環境教育（2007 年度まで「環境教育」） 

終了時評価時点(2010 年９月現在)：34.81 人月、プロジェクト終了時(2011 年１月)：35.73

人月 

・資機材供与 ：パソコン７台、コピー機１台、オートバイ３台、デジタルカメラ３台、

ピックアップトラック１台 

・研修員受入 ：８ 名(第三国研修７名、本邦研修 1 名) 

 

(２) 相手側： 

・カウンターパート配置：10 名（UTT-PPM6 名、3 市環境室 3 名、UTT-PPM 庶務 1 名）

・ローカルコスト負担 ：INAFOR; 8,167,000 C$（約 45,000 千円）（2005 年～2010 年

INAFOR 予算実績）. 

・施設 ：UTT-PPM 事務所（レオン市） 
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２. ５項目評価 

2-1 妥当性 

以下の理由から、本プロジェクトの妥当性は「高い」と判断できる。 

 

①  ｢ニ｣国側の必要性・優先度が高い 

対象地域の山岳地域では無秩序な火入れや森林伐採が行われてきたが、1998 年のハリ

ケーン・ミッチにより多くの人命被害や農地、道路等の被害を受け、土壌流亡・侵食等

を引き起こしている。「ニ」国は、これらに対する抜本的な対策として、流域の森林管理

や植林事業を通じた水土保全機能の回復、そしてこれらを踏まえた防災対策を、住民に

よる森林管理を通じて行うものとし、2004 年には INAFOR はマスタープラン実施のため

の普及員の数を 3 名から 5 名に増員し、2005 年の予算を前年度比 50％増しにするなど積

極的に対応してきた。このような点から本プロジェクトの取組みは「ニ」国側の必要性

に合致しており、また「ニ」国側は本プロジェクトに高い優先度を置いてきた。農村住

民の 85％以上が貧困層といわれ、対象地域は国内でも特に貧しい地域である。そのため

当該地域において、自然災害の被害軽減と農業生産の持続性に配慮しつつ、森林環境の

悪化に歯止めをかける本プロジェクトは、対象地域・社会、ターゲットグループのニー

ズに合致しているといえる。 

② 地方政府の政策・計画との整合性がある。 

対象となっているレオン県北部の３市からそれぞれ３村落ずつ選定された計９村落

は、市役所側の要望を踏まえつつ検討を行い決定した経緯があり、各市が５年ごとに策

定する開発計画(Plan de Desarrollo Municipal)にも沿っている。また、開発調査において策

定された「防災森林管理マスタープラン」の対象地域の村落の中から抽出されたものと

なっており、同マスタープランを施行する意味合いからも、「ニ」国側の開発政策との整

合性は高い。 

③ 手段・実施体制の適切性が高い。 

対象地域の森林・農地の多くは個人所有となっていることから、ターゲットグループ

を対象地域住民とし、森林管理の計画から実施に係る指導を進め、住民の積極的協力を

促した点、手段としての適切性は高い。また、実施体制についても、各市は計画段階か

ら INAFOR 同様、本プロジェクトにコミットしており、R/D 締結も各市長がプロジェク

トの重要性を認識した上で自らサインを行うなど、実施体制作りの面でも高い適切性が

認められる。 

④ 対象村落・対象住民の選定における適切性が高い。 

対象村落は、幹線道路や主要な町からかなりの距離があり、村落まで車両でのアクセ

スが困難であるが、これまで他ドナーの関与が少なかった地域でもあるため住民側の関

心は高く、本プロジェクトの実施が歓迎されていた。同種のプロジェクトにおいては、
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交通や通信のアクセスが容易な地域をプロジェクトサイトに選ぶケースも多々見られる

が、本プロジェクトでは、水土保全のニーズに即し上流域を中心に対象村落を選定した

点は、特に高く評価できる。 

 

2-2 有効性 

以下の理由から、本プロジェクトの有効性は「やや高い」と判断できる。 

 

① プロジェクト目標の達成度が高い。 

プロジェクト目標として設定された「対象 3 市の対象村落において、参加住民による

持続的な森林管理活動が促進される」に関しては、対象となっている計９村落の参加家

族の半数余りが何らかの形で持続的森林管理活動を自発的に実施するなど、徐々に持続

的な森林管理活動が促進されていると判断される。 

参加家族数については、プロジェクト開始時点では 326 家族であったものが、269 家族

（当初の 79％）に減少したとされるが、これは当初プロジェクトに関与した者を全て参

加者としてカウントしていたものを、2008 年に参加者の定義を「個人活動計画」もしく

は「活動実施記録」を作成した者と定めたことも一つの要因である。出稼ぎ等のため活

動を中断した者がいるほか、当初の参加者は何か物品が供与されることを期待して単に

顔を出しただけの住民も少なくなかった、との指摘もあった。その後、参加者は減少傾

向にはなく、また 80％近い定着率であることを考えると達成度は高いと判断できる。 

② 設定された各成果が達成されつつある。 

成果１．「対象村落の参加住民による防災森林管理活動計画が策定され、実施される」

については、９村において防災森林管理計画が作成され、これを受けて大半の参加住民

の個人計画も作成され、対象村落の家族の半数が活動を実施している。 

成果２．「対象 3 市における住民支援体制が強化される」については、INAFOR および

３市との間で共同技術者チームが結成され、メンバー全員が参加型森林管理について技

術的に訓練されている。また、住民支援体制が整備され、実際に対象村落で指導が実施

されたことで、多くの住民からプロジェクトに対する肯定的意見が聞かれ、住民の満足

度は高い。INAFOR 職員の参加の程度と比較すれば、市側の職員は必ずしもプロジェクト

の選定村落にのみ専念できる環境にはないが、市の通常業務の中で最大限本プロジェク

トの対象村落についても訪問指導は続けられている。 

成果３．「対象村落の参加住民が森林管理技術を習得する」に関しては、対象村落の参

加住民が保有する土地では無秩序な農地への火入れは減少しており、個人活動計画に沿

って、既に石積工や植生筋工など様々な土壌保全対策が実施されている。また、水源地

周辺の森林が保全されることによって、湧水が以前に増して安定確保されるようになっ

たことを説明する住民もおり、参加住民の間で天然林管理や植林など森林管理技術が習

得され、それらの経験を踏まえた成果を対外的に説明できるレベルにまで一部では達し
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ている。第 2 年次に 9 村落で森林防火隊が結成され、消火に必要な資機材の供与も行わ

れている。その後、防火訓練の一環として防火意識向上のためのワークショップが開催

され、防火マニュアルの配布も行われている。 

成果４．「対象村落の参加住民が森林管理の重要性を理解する」に関しては、対象村落

の参加住民は森林管理の重要性を理解し、その結果、無秩序な農地への火入れは大きく

減少している。また所有地における有用樹種の植林の推進、既存木の保護、土壌保全対

策など、森林管理に対する認識の高さがうかがわれる。また、これらの実践に当たって、

日本人専門家が対象村落での活動方法について直接カウンターパートの指導に従事した

点についてニカラグア側からの評価は高い。 

 

 

2-3 効率性 

以下の理由から、本プロジェクトの効率性は「高い」と判断できる。 

 

① プロジェクト実施体制が機能している。 

2000 年から 2004 年にかけて行われた「ニカラグア国北部太平洋岸地域防災森林管理計

画調査」によって策定された「防災森林管理マスタープラン」の実施のために、開発調

査の後半に INAFOR 内に UTT-PPM が設置され、本プロジェクトに専念できる職員が確保

されている点、効率性を高めている。このようにマスタープラン実施のための体制を早

期に整えてきたニカラグア側の迅速かつ積極的な対応が評価される。 

2004 年に UTT-PPM 設置後、R/D が 2005 年後半に締結された。結果、プロジェクトの

実施は 2006 年 1 月からとなり、UTT-PPM 設置からプロジェクト開始まで１年あまりの期

間が開いてしまったが、本技術協力プロジェクトの開始直後には、UTT-PPM と市側の環

境室からなる共同技術者チーム ETC が形成されプロジェクトの実施が始まっている。 

②  関係機関との連携が進められている。 

INAFOR と市役所側との連携体制は良好であり、「防災森林管理マスタープラン」の実

施という目的意識が市役所側においても共有されており、本プロジェクトはマスタープ

ランの一部を実施しているという理解が浸透している。また、市役所側は、マスタープ

ランの内容と関連の深い MARENA（環境天然資源省）が実施機関となっているプロジェ

クト「ニカラグア国干ばつ傾向地帯土壌劣化地域の持続的管理」 (MST:Manejo Sostenible 

de la Tierra en Áreas Degradadas Propensas a Sequía en Nicaragua)との連携も進めている。 

③  専門家派遣形態の適切性が高い。 

本プロジェクトの専門家は全員、短期間のシャトル型派遣形態であったため、プロジ

ェクト実施中に専門家の不在期間が生じるものの、この間、カウンターパート機関が自

主的に活動を進める意識が醸成され、結果的には効率的な技術移転につながった。これ

は、本プロジェクト専従の職員が INAFOR に確保されていたことによることも大きい。
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また、日本から専門家を派遣するにあたって、当初は、各専門家が滞在時期を重なら

ないようにすることで日本人専門家の不在期間をなるべく少なくすることが効率的と考

えていたが、全ての専門家の現地滞在期間が重なるように配慮したことで、ニカラグア

滞在中に経験を共有し専門家チーム内で意思疎通を図り、議論を深めることに役立って

きた。また、カウンターパート側からの広範な質問や相談に際しても、専門家全員と共

に協議することで、意識の共通化を図り、適切な対応を取ることが可能となった。 

④  住民の積極的参加によって効率性が高い。 

対象村落は、幹線道路や地域の主要都市から距離があり、交通のアクセスや通信手段

の確保が難しい地域ではあったが、しかしながらこれらの悪条件が必ずしもプロジェク

ト実施の効率性にマイナスの影響を与えてはいない。むしろ、こうした地域は他ドナー

の協力がこれまで希薄であったことからも住民側の対応は良好であり、住民の積極的な

取り組み姿勢が効率性を高めていると言える。 

⑤ 予算・供与機材の適切性が高い。 

人的な協力に重きが置かれ、自助努力の促進のために供与機材が少ないものであった

ことと関連して、カウンターパート機関である INAFOR や３つの市役所においても、物

質的インセンティブを与えるものではなかった。対象村落の住民の中には、プロジェク

ト開始当初、単に何か供与機材や食料などが供与されることを期待して集まる向きもあ

ったとされるが、プロジェクトの趣旨が理解されるにつれ、徐々にオーナーシップを持

つようになり、より積極的にプロジェクトに関わるようになっていった。また、住民に

よる森林管理に必要な資機材を市側の職員が他ドナー「Cuenta de Milenio」の行うプロジ

ェクトに申請し調達するなど、日本側が提供する資機材の不足分を市側が補完するとい

った例もみられた。結果として、本プロジェクトの予算や供与機材に関しては概ね適正

であったと判断される。 

⑤  ローカル NGO／コンサルタントの位置付けが明確である。 

ローカル NGO・コンサルタントである APRODESA は、開発調査の実証調査当時から

住民指導に関わってきており、本プロジェクトでは、INAFOR 及び各市の担当者に対しワ

ークショップ等の指導を行ってきた。プロジェクト開始当初は APRODESA がワークショ

ップや住民に対する指導を直接行う比重が高かったとされるが、終了時評価の時点では、

既に INAFOR 及び市の担当者が主体となってワークショップを進めており、APRODESA

を通じて能力向上が行われた結果が見て取れる。プロジェクト関係者にとって、

APRODESA は単なる業務請負者でなく、ローカルコンサルタントあるいはローカル NGO

丸投げ型のプロジェクトとは明確に区別されていることからもローカル NGO／コンサル

タントの位置付けに関する適切性は高いといえる。尚、MST のような他ドナーのプロジ

ェクトにおいても JICA プロジェクトのこうした実施方法は広く理解されてきており、同

手法方法を取り入れたいとしている。 
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2-4 インパクト 

以下の理由から、本プロジェクトのインパクトは「高い」と判断できる。 

① 上位目標達成が見込まれる。 

上位目標「対象３市の住民による森林管理の取り組みによって、水土保全機能が高め

られる」については、既に対象地域の住民によって、石積工や植生筋工、谷止工などが

作られ、また、水源周辺の森林を保全するなどの活動が自主的に行われている。直接的

な影響であるかどうか確認は難しいものの、これらの活動によって水源地の湧水量が増

え、乾季の湧水枯渇がなくなったとの報告も住民側から出されており、上位目標が達成

される方向にあると考えられる。 

② 実施方法におけるインパクトが高い。 

住民対象ワークショップは、現場で住民との対話を重視する方法で行われ、また、

INAFOR と各市の担当者が緊密に連携して取り組んだ新たな実施体制のプロジェクトで

あり、その方法論や理念の面で、関係者の意識に大きなプラスのインパクトがあった。 

③ 人材育成・能力向上に比重を置いたプロジェクト設計。 

資機材提供は最低限とし、人材育成・能力向上に比重を置いたプロジェクトとしたこ

とを住民側もカウンターパート側も共に評価している。当初は、村落に何か施設が提供

されるのではないか、あるいは各世帯に資機材が配られるのではないかといった期待か

ら集まった住民もいたとされるが、プロジェクト活動を進めていくにつれ、住民に徐々

にプロジェクト本来の狙いが理解され、住民のオーナーシップが醸成されてきている点

はプラスのインパクトとなっている。 

④ 現場主義に対するニカラグア側の評価が高い。 

INAFOR 及び各市のカウンターパート共に、日本人専門家が現場において直接住民に接

し、住民生活の状況を把握しながら、プロジェクトの運営指導を行ったことが、ターゲ

ットグループである各村落住民の意識面に良い影響を与えている。また、カウンターパ

ート側も日本人専門家が行う技術面の指導のみならず、仕事の仕方や考え方、現場を特

に大切にする姿勢など技術面以外にも様々なことを学ぶ機会に恵まれたことを評価して

おり、日本の協力姿勢がニカラグアに与えるインパクトは非常に大きいといえる。 

⑤ 他プロジェクトに対する波及効果がある。 

現在、対象村落住民、各市役所、INAFOR、専門家チーム、それぞれの関係が良好であ

り、同地域で活動する別プロジェクトの活動に対しても、市側の担当者を通じて影響を

与えている。市側の担当者は、本プロジェクト以外にも他プロジェクト（例えば MST 等）

の担当者となっており、結果、マスタープランの実施を、他ドナーのプロジェクトと連

携して行おうとの動きもあり、また住民による森林管理に必要な資機材を市側の職員が

Cuenta de Milenio の行うプロジェクトに申請するといった動きも見られる。 このように

本プロジェクトは市職員を通じて他ドナーのプロジェクトにも影響を与え始めていると
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考えられる。 

⑥ INAFOR の他のプロジェクトへの波及。 

INAFOR は、新たな試みとして、本プロジェクトを通じてコミュニティーベースの森林

管理を実施することになったが、庁内では森林保全についての新たな方法論に注目が集

まるようになってきている。また住民側も INAFOR の活動に対して信頼を寄せるように

なってきており、INAFOR 本庁側もこうした住民による森林管理の手法や実施体制を他

県・他地域においても取り入れたいとしている。ニカラグア国内の INAFOR の他プロジ

ェクトに対し、本プロジェクト(PROMAFP)の基本理念や住民参加のための手法が特に参

考になるとしており、類似の方法による活動を実施するための予算措置も検討されてい

る。 

 

2-5 自立発展性 

以下の理由から、本プロジェクトの自立発展性は「中程度」と判断できる。 

① INAFOR の組織・実施体制面 

現場レベルでは、３市９村落、INAFOR が関係組織となっているが、３市及び INAFOR

共にカウンターパートの定着率は高い。INAFOR の担当職員（UTT-PPM）の人数はプロ

ジェクト開始当初（計 3 名）と比較して増員（計 5 名）されている。現在の実施体制が

継続されるならば、INAFOR における自立発展性が期待される。なお、INAFOR 側は現在

の人員での業務実施体制を維持すべく、財政当局側にも働きかけを行っており、プロジ

ェクトの自立性に向けた取り組みがみられる。今後は、人員の確保のみならず、普及員

の活動に必要なオペレーションコストを確保すべく努力が求められている。 

また、INAFOR では、開発調査で策定された「防災森林管理マスタープラン」以降、専

任のチーム（UTT-PPM）を設置し、業務を実施してきており、また本プロジェクトでの

住民参加の手法や市側との連携方法、専任チームの設置などの実施体制を他県・他地域

においても取り入れることを本庁では検討している。 

⑥  ３市の組織・実施体制面 

対象地域の３市においては、財政面の問題から本プロジェクト専従の人材確保はでき

ておらず、市側のカウンターパートは、環境分野全般に渡る広範な業務を担当している。

担当地域も市域全体の数十村落を担当しているため、市側の実施体制としての自立発展

性は必ずしも高いとは言えないが、各市の環境室は、目下、置かれている状況下で可能

な限りの対応を進めている。今後とも逐次予算の充実を図る中で市技術者要員の増員と

その指導力向上のための訓練を重ねて行くよう努力する必要がある。 

一方で、インパクトの項目で記したように、市側のカウンターパートが他プロジェク

トとの兼任となっていることから、本プロジェクトと他のプロジェクトとの間の連携が

図られ、知見の共有化が促進されるという一面もある。 

③ 技術面 



ix 

INAFOR 及び市役所側の人材がプロジェクトによって育成され、対象村落においてこれ

らの職員がワークショップを実施している。また、村落住民の中にも森林管理活動や水

土保全活動について説明できる人材が育ってきていることから、技術面での自立性は高

いといえる。 

発展的な試みとして、INAFOR 本庁では他県における森林管理活動に関しても本プロジ

ェクトの経験を波及させることを考えており、プロジェクト関係者を他地域での指導に

活用することも検討されている。 

④ 社会面 

対象村落では、無秩序な農地への火入れが行われなくなってきており、自主的な水土

保全活動が行われていることは、有効性の項目で述べたが、こうした活動に近隣の村落

住民も興味を持ち、ワークショップに参加したいという要望が出ている。このためいく

つかの対象村落では近隣の村落も含めた形でワークショップを実施しており、地域の篤

農家も育成されつつあり、地域社会全体として自立発展性も期待される。 

⑤ 総合的自立発展性 

本プロジェクトの C/P 機関である INAFOR 及び市について、本プロジェクトが終了し

た場合でも、現状レベルの取組みは維持できる可能性は高いが、将来にわたって取組み

を拡大・発展させていくことは、財政面、人材面の制約等から困難なことが想定される。

一方で、行政機関に頼るのみでなく、村落住民が将来にわたって主体的に活動を継続し

ていくために必要な住民組織を維持し運営できるようなリーダー的な人材が村落内で育

ちつつあることは、今後総合的な自立発展性を確保していく上で大きな鍵となると考え

られる。 

 

３． 結論 

本プロジェクトは、ニカラグア側と日本側の密接な協力関係のもと、関係者・関係機

関からの適切な協力を得ながら成功裏に実施されてきている。成果 1～4 にて示される活

動の実施を通じて、選定された対象村落において参加住民による持続的な森林管理活動

の促進がもたらされている。また、各関係機関の役割分担について十分理解されており、

良好な協力体制が確認された。各機関及びターゲットグループである村落住民における

オーナーシップも比較的よく醸成されていると認められる。 

こうした体制を将来にわたってより確実なものとし、また、さらに発展させるために

は、開発調査において策定された「防災森林管理マスタープラン」の実施体制に示され

ているように、INAFOR との連携の下、村落への指導の直接的役割を市が担って行く必要

があり、今後とも市側及び INAFOR 側の一層の努力の継続が望まれるとともに、住民組

織を維持し運営できるようなリーダー的な人材の育成が重要である。 

プロジェクトの活動は、ほぼ定着しつつあることが明らかとなり、現在までの進捗状

況からプロジェクト終了時までに R/D に記載された目標を達成することが見込まれる。
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４．阻害・貢献要因 

本プロジェクトの実施状況は比較的良好であり、現段階で阻害要因は認められない。

阻害要因となり得る材料として、財政上、各市ではプロジェクト専従の職員を置くこと

ができず、他地域・他業務と兼務となっているため、業務の継続性には懸念材料も残る。

4-1 計画内容に関する貢献要因 

・実施体制を明確にし、実施主体がカウンターパート機関であることを関係者間で合意

ができていた点。 

�プロジェクトサイトの交通や通信のアクセスの容易さだけにとらわれないニーズに合

った地域選定が行われた点。 

�計画内容は市の普及員等からの情報に基づき地域のニーズに合ったものとなっていた

点。 

�INAFOR 本庁側の理解と協力が得られ、マスタープラン実施のための専従チーム

（UTT-PPM）がプロジェクト開始前に新たに設置され、メンバーがプロジェクトの実施

に専念できた点。 

�プロジェクトは、開発調査で作成された「防災森林管理マスタープラン」の実施を目指

すことが関係者間で周知徹底されており、またこのマスタープラン自体が単なるプラン

ではなく実施することを強く意識して作成されたものであった点。 

�INAFOR の役割を森林保全のための規制や取り締まりではなく、ワークショップ等を通

じた住民啓発と住民の参加・協力が得られるべく指導面に重点を置いた点。 

4-2 実施プロセスに関する貢献要因 

�地域住民がプロジェクトを実施する意味を理解することに力を注いだ点。 

�計画段階から INAFOR 及び各市の参加があり、関係者が協力的であった点。 

�必要以上の機材や資金の供与はなく、C/P 機関、ターゲットグループである住民、共に

物的なインセンティブは働かなかった点。 

�日本人専門家がプロジェクトの方針や方向性、各機関の役割等について適切な指示を与

え、適宜、ローカル NGO の役割等について軌道修正も行ってきた点。 

�日本人専門家の C/P への指導を通じて、C/P が住民への指導を直接行った点。 

�対象地域の農家の土地所有形態など地域の状況を十分理解してプロジェクトを計画し

た点。 

�対象地域の住民の識字状況等を考慮した指導方法を採った点。 

�専門家間の意思疎通を容易にするため派遣期間が重なるよう配慮した点。 

�ニカラグア側がマスタープラン実施のための体制を早期に整えていた点。 

�INAFOR 及び関係３市、また対象村落の住民間の関係が良好であり、専門家側とのコミ

ュニケーションが良好であったこと。 

�個人活動計画作成には文字よりも絵図を活用し、また、森林管理・水土保全のために住
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民が資金を掛けずに実施できる方法を指導するなど、地域住民の現状に配慮された適正

技術が導入されている点。 

�地域住民が誇りを持つことができるような指導が実施された点。地域住民のエンパワメ

ントという視点からも有効であった。 

 

５．提言と教訓 

5-1 提言 

（1） リーダーを中心とした農民自身による活動の推進体制の整備 

プロジェクト参加住民へのインタビュー、現場での森林管理活動、コーヒーなど

の植栽、石積工や植生筋工などによる農地保全活動の実施状況等を通じて、村落

住民が将来にわたって主体的に活動を継続していくために必要な住民組織を維持

し運営できるようなリーダー的な人材が村落内で育ちつつあるため、プロジェク

トとしては、終了までに、このようなリーダーを中心とした農民自身による活動

の推進体制を整備していくことに重点を置いて取組みを進めていくことが重要で

ある。 

（2） 技術や経験の体系的な整理 

INAFOR は、本プロジェクトの基本理念や住民参加のための手法を、今後、他の

類似プロジェクトで採用することを検討しており、また、市側もマスタープラン

の実施を他のプロジェクトと連携して行おうとの動きもあるなど、本プロジェク

トは、住民参加型の森林管理プロジェクトとして汎用性の高いモデルとなり得る。

このため、プロジェクトは終了までに、他者が参考とする際役立つよう、これま

での活動実績を通じて蓄積してきた技術や経験を住民指導マニュアルの改訂等を

通じて体系的に整理することが重要である。 

（3） 他地域に展開するためのリソースの確保 

プロジェクト対象地域においては、プロジェクト終了後も住民が中心となって自

立的に活動を実施していける芽が出始めているが、一方で、これらの活動を他地

域において展開していくためには、更なるリソースが必要であることは明白であ

る。それには、国において必要な予算措置を講じる努力が求められるとともに、

他の関心あるドナーの協力も重要となってくる。そして、そのためには、本プロ

ジェクトで得られた成果や教訓が関係者間で確実に共有されるようにしていくこ

とが必要である。 

（4） プロジェクト終了を見据えた UTT-PPM の今後の位置づけ 

INAFOR が設置した専任のチーム（UTT-PPM）が上手く機能したことは、本プロ

ジェクトが成果を上げている大きな要因の一つであると言える。また、地域住民

からは、本プロジェクトが終了後、自ら活動を継続していく基盤は出来つつある

ものの、必要に応じて INAFOR 及び市側から支援を受けられるようにして欲しい
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との要望もあったところである。このため、「ニ」国側においては、プロジェクト

終了を見据え、UTT-PPM の今後のあり方について検討を行っていく必要があると

思料される。 

 

5-2 教訓 

（1） 対象地域は個人有地がほとんどで、土地の境界には有刺鉄線を張り巡らせるなど、

土地に対する所有者意識が極めて強いことがうかがえたが、そのような社会・経済

構造下にある地域において、先ず、「自ら所有する土地は自らが適正に管理すること」

との基本方針の下、「個人活動計画」、「活動実施記録」を作成させることで、各種作

業を計画的に実践する意識を高めたことと、また、例えばコーヒー生産を中心的に

取り組むための住民のグループ化、石積工の共同作業など、目的に応じて柔軟に地

域住民の組織化を進めたことはプロジェクトが一定の成果を挙げた大きな要因では

ないかと考える。このような村落開発型のプロジェクトにおいては、地域住民への

技術移転・普及手法が常に大きな課題となるが、本プロジェクトのように、地域の

特質を踏まえ、住民に受け入れられやすいよう柔軟なアプローチを採用していくこ

との重要性が改めて認識された。 

（2） 多くの参加者が、プロジェクトへ参加して最も良かった点として、森林保全、農

地保全対策等に関する技術の習得はもとより、自ら計画・立案し、それに基づいて

取組みを実践することの重要性を学んだ点を強調している。特に、森林保全は長い

年月を要する取組みであり、地域住民がモチベーションを保っていくためには、そ

のような自発的な姿勢が極めて重要性であり、また、今後の自立発展性を確保して

いく上でも鍵となることが再認識された。 

（3） 本プロジェクトは、2000 年から 2004 年にかけて行われた「ニカラグア国北部太

平洋岸地域防災森林管理計画調査」によって策定された「防災森林管理マスタープ

ラン」を基に実施されたもので、開発調査の後半に INAFOR 内に専任の UTT-PPM が

設置され、本プロジェクトに専念できる職員が確保された点が事業を効果的・効率

的に進めていく上で重要な役割を果たした。2004 年に UTT-PPM 設置後、プロジェク

ト開始まで１年あまりの期間が開いてしまった経緯があった中で、「ニ」国側がマス

タープラン実施の重要性を強く認識し、そのための体制整備を行ってきたことは評

価されるものであり、また、JICA の技術協力の重要なアプローチの一つである、マ

スタープランの作成とそれを基にしたプロジェクトの実施の有効性が確認された。 

（4） 本プロジェクトでは、日本人専門家が現場に足を運び地域住民の実状と課題を把

握し、カウンターパートと協議していく中で、プロジェクトの方針決定や調整を行

ってきたことが、住民及びカウンターパート機関の間で高い評価を得ている。また、

本プロジェクトで契約したローカル NGO／コンサルタントは、あくまでもプロジェ

クト実施の補完的役割に徹し、INAFOR 及び対象地域の市の担当者が実施主体となっ
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ていた事も、当該分野における｢ニ｣国自身による今後の活動の展開を図る上で有効

なアプローチであった。これは契約したローカル NGO／コンサルタントがマスター

プラン作成の開発調査にも参加し、本プロジェクトの狙いを十分に把握していたこ

とも大きな要因であったと考えられる。このような現場により近いところで、ロー

カルリソースを効果的に組み合わせて活動を展開していく手法は、他の類似プロジ

ェクトにおいても参考となると思われる。 

 

 



 

 



目    次 
序文 
プロジェクト位置図 
写真 
略語表 
評価調査結果要約表 
 
第 1章 終了時評価調査の概要.............................................. 1 

1.1 プロジェクトの概要..................................................... 1 

1.1.1 背景 .............................................................. 1 

1.1.2 プロジェクトの概要................................................. 1 

1.2 終了時評価調査の目的................................................... 3 

1.3 調査団及び合同評価委員会の構成......................................... 3 

1.4 調査日程 .............................................................. 4 

1.5 主要面談者 ............................................................ 5 

第 2 章 終了時評価の方法.................................................. 7 

2.1 評価の目的 ............................................................ 7 

2.2 評価の概要 ............................................................ 7 

2.3 評価の手順 ............................................................ 8 

2.4 情報・データ収集方法と分析............................................. 8 

2.5 データの分析方法....................................................... 9 

2.5.1 実績と実施プロセス................................................. 9 

2.5.2 評価５項目による分析.............................................. 10 

第 3 章 プロジェクトの実績............................................... 12 

3.1 投入実績 ............................................................. 12 

3.1.1 日本側投入........................................................ 12 

3.1.2 ニカラグア国側投入................................................. 15 

3.2 活動実績 ............................................................. 17 

3.2.1 アウトプット（成果）の達成状況.................................... 17 

3.3 プロジェクト目標の達成状況............................................ 18 

3.4 上位目標達成の見込み.................................................. 19 

3.5 実施プロセスにおける特記事項.......................................... 19 

3.5.1 対象村落選定と合意形成............................................ 19 

3.5.2 技術移転上の工夫.................................................. 20 

第 4 章 評価結果......................................................... 21 

4.1 評価 5項目による評価.................................................. 21 

4.1.1 妥当性 ........................................................... 21 

4.1.2 有効性 ........................................................... 22 

4.1.3 効率性 ........................................................... 23 

4.1.4 インパクト........................................................ 25 



4.1.5 自立発展性........................................................ 27 

4.2 阻害・貢献要因の総合的検証............................................ 28 

4.2.1 計画内容に関する貢献要因.......................................... 28 

4.2.2 実施プロセスに関する貢献要因...................................... 29 

4.3 結論 ................................................................. 29 

第 5 章 提言と教訓....................................................... 31 

5.1 提言 ................................................................. 31 

5.2 教訓 ................................................................. 32 

 

添付資料 
1. プロジェクト PDM（和文）............................................ 37 
2. プロジェクト PDM（西文）............................................ 39 
3. プロジェクト PO（和文）.............................................. 41 
4. プロジェクト PO（西文）.............................................. 43 
5. 評価グリッド（和文）................................................. 45 
6. ワークショップ参加者リスト........................................... 53 
7. 質問表（西文）....................................................... 57 
8. アンケート及びインタビュー結果（C/P）................................ 61 
9. 協議議事録（M/M）(終了時評価調査)（西文） ........................... 77 
10. 収集資料リスト（和文）............................................... 95 

 

 

 



－1－ 

第1章 終了時評価調査の概要 

 

1.1 プロジェクトの概要 
1.1.1 背景 

ニカラグア共和国（以下「ニ」国）の森林面積は、1940 年頃は約 700 万 ha（国土面積の

54％）であったが、薪炭材の生産のための森林伐採、焼畑耕作による無秩序な開拓、綿花・

サトウキビ等の農地への転換等により、現在では約 330 万 ha（同 25％）まで減少し、土壌

流亡・侵食や生態系への悪影響等が懸念されている。また、1998 年 10 月に襲来したハリケ

ーン・ミッチにより、多くの人命被害が発生し、農地、道路等に甚大な被害を受けた。特

に、マリビオス山系の西側山麓では、大規模な土石流が引き起こされ、二つの集落が壊滅

し多数の被害者が出た他、マナグア湖に流入する河川の氾濫やマナグア湖の水位上昇など

の被害を受け、河川流域の森林管理や植林事業を通じた水土保全機能の回復を踏まえた防

災対策が喫緊の課題となっている。 

このような状況のもと、我が国は、北部太平洋岸地域約 100 万 ha を対象に、住民による

森林管理の取り組みを通じて水土保全機能を向上させるための防災森林管理計画の作成と

対象地域の住民による森林管理のための実証調査を行う開発調査「ニカラグア国北部太平

洋岸地域防災森林管理計画調査（2000 年 12 月～2004 年 7 月）」を実施した。 

上記開発調査で策定されたマスタープランをふまえ、「ニ」国は右開発調査の実証事業で

実施された北部太平洋岸地域の中から 9 箇所（3 箇所／市）を対象村落として選定し、住民

自らの森林管理活動により住民の森林管理能力向上を図るとともに、住民が森林管理活動

を自立・継続して実施できるよう国家林業庁（INAFOR）職員と市環境室職員の連携による

住民支援体制（共同技術者チーム：ETC）の整備を目的とした技術協力プロジェクトをわが

国に対して要請した。 

 

1.1.2 プロジェクトの概要 

上記の要請を受け JICA は 2005 年 3 月に事前調査団を派遣し、プロジェクト基本計画が

取りまとめられ、同年 11 月に R/D が署名された。翌 2006 年 1 月よりプロジェクトが開始

され、2008 年６月には中間評価が行われ、2011 年１月にプロジェクト終了の予定となって

いる。現在、INAFOR の職員、及び対象３市（①Municipio de Sta.Rosa del Peñón, ②Municipio 

de  El Sauce, ③Municipio de Achuapa）の環境担当職員（普及員）をカウンターパートとし

て以下の概要のプロジェクトが実施されている。 
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プロジェクト名称： 住民による森林管理計画  

   PROMAFP （Proyecto de Manejo Forestal Participativo） 

 

協力期間： 2006 年 1 月から 2011 年 1 月までの 5 年間 

 

対象地域  ： ニカラグア国レオン県北部地域３市の各３村落（計９村落） 

Achuapa 市  ─①Guanacaste 村、②Las Lajas 村、③El Pajarito 村 - Las Brisas 村） 

El Sauce 市  ─④Cerro Colorado 村、⑤El Guayabo 村、⑥El Cacao 村 – Las Minitas 村 

Sta.Rosa del Peñón 市 ─⑦Talolinga 村、⑧El Coyol 村、⑨El Charco 村） 

  

実施体制： ①INAFOR（国家林業庁） 

  ②市環境室(Sta.Rosa del Peñón 市, El Sauce 市, Achuapa 市）各々３村 

  ③APRODESA(ローカルコンサルタント／NGO) 
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受益者 ：対象９村落の住民 

スーパーゴール ：住民による森林管理活動が共同技術者チームの支援を通して、マ

スタープランで対象となった 17 市において実施される。 

上位目標 ：対象３市の住民による森林管理の取り組みによって、水土保全機

能が高められる。 

プロジェクト目標 ：対象 3 市の対象村落において、参加住民による持続的な森林

管理活動が促進される。 

成 果： 1．対象村落の参加住民による防災森林管理活動計画が策定され、実施さ

れる。 

  2．対象 3 市における住民支援体制が強化される。 

  3．対象村落の参加住民が森林管理技術を習得する。 

  4．対象村落の参加住民が森林管理の重要性を理解する。 

 

1.2 終了時評価調査の目的 
（1） プロジェクト開始から現在までの実績（調査団訪問後の予定を含む）と計画達成

度を、関係者からの聞き取り、現場踏査、過去の覚書（R/D）、PDM、PO 等に基づき、

評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、自立発展性）の観点から日本、

ニカラグア国側が合同で評価する。 

（2） プロジェクト終了後の方向性について、プロジェクト側と協議し、その結果を日

本、ニカラグア両国政府及び関係当局に報告・提言する。 

（3） 今後、類似案件が実施された場合に、その案件の効率的・効果的な実施に資する

よう、本協力の実施における教訓・提言を取りまとめる。 

 

1.3 調査団及び合同評価委員会の構成 
（日本側） 

（1）宮薗 浩樹 （団長／総括） JICA 地球環境部 技術審議役 

（2）中瀬 亮輔 （協力企画） JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第二課 

（3）木村 剛 （評価分析） 株式会社日本開発サービス 

（4）山脇 ふさ子 （通訳） 通訳 

 

（ニカラグア側） 

（1）Fátima Calero Sequeira  国家林業庁森林保全振興部長 

     Directora Fomento y Proteccion Forestal  

（2）Ingrid Marcela Tórrez Luna プロジェクトコーディネーター 

     Coordinadora del Proyecto 
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1.4 調査日程 
調査期間： 官団員   ： 2010 年 8 月 1 日 ～ 8 月 9 日 

      コンサルタント団員 ： 2010 年 7 月 19 日～ 8 月 9 日 

  通訳   ： 2010 年 7 月 28 日～ 8 月７日 

現地派遣期間 22 日間のうちの、詳細日程を次表に示した。 

調査日程 
日 
数 

月 
日 

曜 
日 官団員 コンサルタント団員 通訳 

01 07/19 月  日本出発、マナグア到着  
02 07/20 火  JICA打合せ、レオン市移動、INAFOR打合せ  

03 07/21 水  対象村落（El Charco村）、ワークショップ、
現場視察・聞き取り調査  

04 07/22 木  対象村落（Las Lajas村）現場視察・聞き取り
調査、Achuapa市聞き取り、  

05 07/23 金  
対象村落（Cerro Corolado村） 
ワークショップ実施状況の視察、現場視
察・聞き取り調査 

 

06 07/24 土  
他プロジェクト（MST-MARENA）からの聞
き取り、資料収集、El Sauce市役所からの聞
き取り 

 

07 07/25 日  評価レポート作成作業  

08 07/26 月  ローカルNGO（APRODESA）からの聞き取
り  

09 07/27 火  INAFORからの聞き取り、NGOミレニアムチ
ャレンジ訪問、資料収集  

10 07/28 水  UTT－PPMからの聞き取り メキシコ発 
マナグア到着 

11 07/29 木  INAFOR本庁からの聞き取り、合同評価委員
会、C/Pとの評価打合せ 

レオン市移動 
収集資料翻訳 

12 07/30 金  合同評価委員会、C/Pとの評価打合せ 収集資料翻訳 

13 07/31 土  専門家チームからの聞き取り・協議、収集
資料の取りまとめ、評価レポートの作成 

評価レポート
の翻訳 

14 08/01 日 日本出発、 
マナグア到着 

収集資料の取りまとめ、評価レポートの作
成作業 

評価レポート
の翻訳 

15 08/02 月 レオン到着、専門家チームとの打合せ、評価調査団打合せ 通訳翻訳作業 

16 08/03 火 

ワークショップの実施（Cerro Colorado村, El Guayabo村, El 
Cacao村から参加）、 
対象村落（El Cacao村）現場視察・聞き取り調査、 
El Sauce市役所との協議 

通訳翻訳作業 

17 08/04 水 INAFOR本庁聞き取り調査、合同評価レポートの内容確認、
Managua往復  通訳翻訳作業 

18 08/05 木 UTT-PPM聞き取り、合同評価レポート作成作業、M/M協議 通訳翻訳作業 

19 08/06 金 合同評価委員会の開催、M/M署名、日本大使館報告会、 
JICAニカラグア事務所報告 通訳翻訳作業 

20 08/07 土 マナグア出発 マナグア発 
メキシコ着 

21 08/08 日 ヒューストン経由  
22 08/09 月 日本帰着  
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1.5 主要面談者 
本調査期間中に面談した主なメンバーは以下の通りである。 

 

氏  名 所  属 

INAFOR (国家林業庁)  

 William Schwartz Cunningham INAFOR 長官 

 Fátima Calero Sequeira INAFOR 森林振興部部長 

 Oscar Romeo INAFOR 第Ⅳ地区長 

 Ingrid Marcela Tórrez Luna INAFOR  UTT-PPM 室長 

 Adela del Carmen Martínes Reyes INAFOR  UTT-PPM 普及員（技師） 

 Martha Carolina Delgado Mendieta INAFOR  UTT-PPM 普及員（技師） 

 Martha Lorena Toruño INAFOR  UTT-PPM 普及員（技師） 

 Marlon Alberto Sánchez Munguía INAFOR  UTT-PPM 普及員（技師） 

 Michael Yuri Chow Blanco INAFOR  UTT-PPM 普及員（技師） 

 Gloria Haydeé Romero Guevara INAFOR  UTT-PPM 職員 

 Darling Pallaviccine INAFOR  UTT-PPM 職員 

Leon 県３市  

 Rosa A. Valle Vargas El Sauce 市 市長 

 Carlos Castillo Rocho El Sauce 市 マスタープランコーディネーター 

 Aleyda Yohana Luna O. El Sauce 市 環境室責任者（UAM 技師） 

 Barney Pulido Moreno Santa Rosa del Peñón 市 市長 

 Gabriela Ruíz Martines Santa Rosa del Peñón 市 助役 

 Ligia E. Rico Regama Santa Rosa del Peñón 市 環境室責任者（UAM 技師）

 Adonías Corroles Blandón  Achuapa 市 助役 

 Matilde Valdivia Cerros Achuapa 市 市長顧問 

 Francisco López Gontal Achuapa 市 環境室責任者（UAM 技師） 

ローカル NGO／コンサルタント  

 Sabrina D. Leal Tijerino APRODESA 理事長（Directora Ejectiva） 
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氏  名 所  属 

 Angelica Leal APRODESA プロジェクトコーディネーター  

MAGFOR（農牧林業省）  

 Gloria Ramíres A. レオン県事務所ファシリテーター（技師） 

MARENA(環境天然資源省)  

 Raúl Cruz レオン県事務所技師 

INTA（ニカラグア農業技術院）  

 Petrona Valladares レオン県事務所地域コーディネーター 

 Homero Gallo レオン県・チナンデガ県 地域事務所長 

FONADEFO（森林開発国家基金）  

 Magaly Urbina 組織計画責任者 

 Humberto Trejos M. 職員 

他ドナープロジェクト  

 Orlando Cáceres E. 「ニカラグア国干ばつ傾向地帯土壌劣化地域の持続

的管理(MST-MARENA)」プロジェクトコーディネー

ター 

 María de los Angeles Sarantes 

Méndez 

「ニカラグア国干ばつ傾向地帯土壌劣化地域の持続

的管理(MST-MARENA)」プロジェクト管理・ジェン

ダー責任者 

日本大使館  

 斎藤 伸一 在ニカラグア日本大使館 特命全権大使 

 淵上 隆 在ニカラグア日本大使館 参事官 

 小西 洋一 在ニカラグア日本大使館 経協担当 
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第2章 終了時評価の方法 

 

2.1 評価の目的 
本評価調査は、本年度で終了予定となっている対象案件「住民による森林管理計画」に

関して、プロジェクト期間を約半年残した時点における活動状況の把握、PDM に記載され

た指標の達成状況の把握と目標達成度、事業の効率性、今後の自立発展性の見通し等の観

点から、ニカラグア側と合同で評価を実施するものである。その結果を踏まえて協力終了

の適否や協力延長などフォローアップの必要性を判断し、提言や教訓を導き出すことで、

今後の類似プロジェクトの実施に際し、テーマの選定及び事業の実施方法等への反映やよ

り効果的・効率的な運営を図ることを目的としている。 

なお、本プロジェクトでは基本的に PDM の改訂は行われてこなかったため、プロジェク

トの計画、実施で使われた PDM を用いて、プロジェクトの実績、実施プロセス及び評価 5 項

目ごとの調査項目とデータ収集方法、調査方法等を検討し、既存のデータ・情報と現地で

入手・検証すべき情報を整理したうえで評価グリッドを作成し、本終了時評価を行った。 

 

2.2 評価の概要 
評価を実施するにあたり、評価の枠組みとしてプロジェクト･サイクル･マネージメント

(PCM)の評価手法を採用した。PCM を用いた評価は、（１）プロジェクト･デザイン･マトリ

ックス(PDM：プロジェクトの諸要素を論理的に配置したプロジェクトの概要表)に基づいた

評価のデザイン、（２）プロジェクトの実績を中心とした必要情報の収集、（３）｢妥当性｣、

「有効性」、「効率性」、「インパクト」、「自立発展性」という５つの評価の観点(評価５項目)

からの収集データの分析、（４）分析結果からの提言･教訓の抽出及び報告、という流れか

らなっている。 

PCM 手法に基づき、本プロジェクトに関して日本国内及び対象国において、情報収集を

行い、評価グリッドを作成し、計画と実施プロセス及び実績とを比較したうえで、5 つの観

点より評価・分析した。 

それらの分析結果より、結論が導き出され、調査対象事業の今後の自立と発展に向けた

提言と、JICA が今後、実施する事業に対する教訓が取りまとめられた。また、評価分析す

る際、５項目それぞれの評価を行うに当たって政策、技術、環境、社会･文化、組織制度・

運営管理、経済・財政といった横断的視点を取り入れることとした。 
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本評価調査の全体像は下図のように示すことができる。 

 

 

 

 

2.3 評価の手順 
本評価調査は、以下の手順により実施した。 

① 過去の報告書等関係資料を収集・精読し、プロジェクト実施団体からの聞き取りを

行い、プロジェクトの内容を確認する。 

② 実績・実施プロセスの確認及び 5 項目評価を行うための調査項目について、何をど

のように実施すればよいか具体的な方法を検討するため、①評価設問、②必要な情

報・データ、③情報源、及び④データの収集方法について評価グリッドを作成する。 

③ 評価グリッドにもとづきプロジェクト関係機関への質問票を作成する。 

④ ニカラグア側と日本側による合同調査委員会を設置する。 

⑤ プロジェクトの実施現場の踏査・確認、ワークショップ等の実施状況の視察、関連

資料の収集、質問票に基づくインタビュー、及び指標に係るデータの収集を行い、

合同調査委員会メンバーと共に結果を分析する。 

⑥ 分析結果に基づき、達成状況（実施プロセス及び実績）の検証、並びに評価 5 項目

に基づくプロジェクトの評価と総合評価を実施する。 

⑦ プロジェクトの活動を阻害する等の問題を引き起こした原因や教訓等についての整

理を行い、対象となる研究協力 2 事業についての提言と国際研究協力事業のあり方

について検討する。 

⑧ 最終的な評価報告書を作成する。 

 

2.4 情報・データ収集方法と分析 
プロジェクトについて、実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価を行うための調査項目

について何をどのように実施したらよいか具体的な方法を検討するため、①評価項目、②

調査項目、③必要な情報・指標、④情報源、⑤情報収集方法について一覧表で示した評価

グリッドを作成した。評価グリッドは下表のフォーマットを使用した。 

計 画 現状・実績

結 論 

評価指標 

教 訓 提 言 
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評価項目 

評価５項目 大項目 小項目 

必要な 
情報・指標

データ 
収集方法 

情報源 

投入実績の確認     
実績 
の検証 計画達成度     

実施プロセスの確認     
プロセス 
の検証 実施プロセスの適切性についての検証     

必要性     

優先度     

手段としての適切性     妥当性 

その他、ニカラグア及び 
日本としての政策的・技術的な整合性 

    

プロジェクト目標の達成状況     
有効性 

目標と成果との因果関係     

成果の達成度     

成果と活動との因果関係     

達成された成果からみた投入の質、量、

タイミングの適切性 
    効率性 

コスト     

プロジェクト目標の結果としての上位

目標達成見込み 
    

上位目標の達成に影響を与える要因     

波及効果     
インパクト 

正負のインパクト     

政策・制度的側面     

財務的側面     

組織的側面     

技術的側面     

社会・文化・環境面     

自立発展性 

総合的自立発展性     

 

2.5 データの分析方法 
2.5.1 実績と実施プロセス 

５項目評価に先だって、計画達成度を測るためにプロジェクトの実績の確認及び実施プ

ロセスに関して把握を行った。 
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確認項目 項目の定義 

1. 実  績 
日本側及び相手国実施機関による投入、事業の成果、プロジェ
クト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測に関す
る情報。 

2. 実施プロセス 
事業の計画中・準備中及び実施期間中におきた様々な事柄に関
する情報や PDM に基づいた活動の実施状況あるいは変更の状
況。 

 

実績検証の際には、「事業で何を達成したか（または、達成するか）」「達成状況は良好か」

等、PDM の投入、成果、プロジェクト目標、上位目標に関する達成度、もしくは達成予測

に関する情報を把握し、分析した。一方、実施プロセスの検証の際には、「それらを達成す

る過程で何が起きているのか」「それは達成にどんな影響を与えているのか」等、活動の実

施状況や事業の現場で起きている事柄に関する情報を把握し、分析を行った。 

 

2.5.2 評価５項目による分析 

プロジェクトの実績の確認と実施プロセスの把握を踏まえて、以下の５項目（評価５項

目）の観点から評価分析を行い、また、評価５項目に係る横断的な視点から結論を取りま

とめた上で、プロジェクトの実施に関する提案として提言を取りまとめ、さらに今後、ニ

カラグア側が類似の事業を実施する際の参考として、また日本が他地域で実施するプロジ

ェクトに活用するため、教訓を抽出し分析した。 

 
評価項目 項目の定義 

1. 妥当性 

プロジェクト目標や上位目標が、受益者の要望及び相手国のニ

ーズや政策、優先課題と合致したものであり、プロジェクトの

アプローチが適切であったか、かつ、開発課題の解決、日本の

技術的優位性等に照らして妥当なものであったかどうかとい

う点。 

2. 有効性 

プロジェクトの目標が、実際に達成されたか、あるいはこれか

ら達成されると見込まれるか。成果のプロジェクト目標達成に

対する貢献度、プロジェクト目標達成に対する貢献・阻害要因

等。 

3. 効率性 

資金、専門家派遣、機材などの投入が、いかに効率的に行なわ

れ効果を生み出したか。達成された成果からみた投入の質・

量・タイミングの適切性。プロジェクトマネジメントの適切さ。

効率性を促進・阻害した要因等。 
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4. インパクト 

プロジェクトによって、直接的または間接的に、意図的にまた

は意図せずに引き起こされる、正負及び一次的、二次的な長期

的効果がどのようであるか。上位目標達成の見通し及びその他

のプロジェクト実施によりもたらされた正負の効果・影響。 

5. 自立発展性 

プロジェクト終了時におけるその便益の持続性や長期的な便

益が、継続する見込み等、政策・制度面、財務面、組織面、技

術面、社会・文化・環境面等の観点から見て、自立的な発展性

があるかどうかという点。 
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第3章 プロジェクトの実績 

 

3.1 投入実績 
3.1.1 日本側投入 

（1） 専門家派遣 

本プロジェクトは、社団法人日本森林技術協会へ委託することで実施されており、2010

年９月現在、専門家派遣実績は、４分野で計 34.81M/M が行われており、プロジェクトが終

了する 2011 年１月には、35.73M/M の予定となっている。 

 

専門家派遣実績 
人月(M/M) 

年度 専門家氏名 担当業務 派遣期間 
専門家別 合計 

安養寺 紀幸 総括/森林管理 2006.01.23～2006.03.13 1.67 
2005 年度 
(第１年次) 

小林 周一 
ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ/生
計向上 

2006.01.23～2006.03.13 1.67 

3.34 

安養寺 紀幸 総括/森林管理 
2006.07.25～2006.09.07 
2007.01.21～2007.02.11 

2.23 

小林 周一 
ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ/生
計向上 

2006.07.25～2006.09.19 
2007.01.10～2007.03.05 

3.73 

冨岡 丈朗 農村社会開発 2006.07.29～2006.09.07 1.37 

2006 年度 
(第２年次) 

西尾 秋祝 
村落林業/環境

教育 
2007.01.21～2007.03.05 1.47 

8.80 

安養寺 紀幸 総括/森林管理 
2007.05.07～2007.06.05 
2007.09.05～2007.09.24 3.00 

小林 周一 
ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ/生
計向上 

2007.05.07～2007.06.25 1.67 
2007 年度 
(第３年次) 

西尾 秋祝 
村落林業/環境

教育 
2008.01.27～2008.03.06 1.33 

6.00 

安養寺 紀幸 総括/森林管理 
2008.05.01～2008.06.13 
2009.02.07～2009.03.02 

2.27 

渡辺 儀彦 
ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ/生
計向上 

2008.08.27～2008.09.25 
2009.01.26～2009.03.06 

2.33 
2008 年度 
(第４年次) 

西尾 秋祝 
村落林業/環境

教育 
2008.05.01～2008.06.13 
2009.01.26～2009.03.06 

2.80 

7.40 
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人月(M/M) 
年度 専門家氏名 担当業務 派遣期間 

専門家別 合計 

安養寺 紀幸 総括/森林管理 
2009.05.25～2009.06.26 
2010.01.21～2010.03.01 

2.43 

小林 周一 
ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ/生
計向上 

2009.05.25～2009.06.23 
2010.01.21～2010.02.26 

2.23 
2009 年度 
(第５年次) 

西尾 秋祝 
村落林業/環境

教育 
2010.01.31～2010.03.01 1.00 

5.66 

安養寺 紀幸 総括/森林管理 
2010.07.13～010.08.19 
2010.10.31～010.11.13 
(予定) 

1.27 
1.73 

（予定） 

小林 周一 
ｱｸﾞﾛﾌｫﾚｽﾄﾘｰ/生
計向上 

2010.07.13～010.08.19 
2010.10.31～010.11.13 
 (予定) 

1.27 
1.73 

（予定） 

1010 年度 
(第６年次) 

西尾 秋祝 
村落林業/環境

教育 
2010.07.18～010.08.18 1.07 

3.61 
4.53 

（予定）

合  計 
34.81 
35.73 
(予定) 

 

（2） 機材供与 

2005 年のプロジェクト開始から、2010 年までの供与機材の内訳は下表の通りである。 

 

機材供与の実績 

年度 物品名称 数量 機材到着日 保管場所 

2005 年度 コピー機  1 台 2006 年 2 月 プロジェクト事務所

2005 年度 デスクトップパソコン  3 台 2006 年 2 月 各市環境室事務所 

2005 年度 オートバイ（125cc オフロ
ードタイプ）  3 台 2006 年 2 月 各市環境室事務所 

2006 年度 デスクトップパソコン  2 台 2007 年 2 月 プロジェクト事務所

2006 年度 デジタルカメラ  2 台 2007 年 2 月 プロジェクト事務所

2009 年度 ピックアップトラック 1 台 2010 年 1 月 プロジェクト事務所

2009 年度 デジタルカメラ  1 台 2010 年 3 月 プロジェクト事務所

2009 年度 デスクトップパソコン  1 台 2010 年 3 月 プロジェクト事務所
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2009 年度 ラップトップパソコン 1 台 2010 年 3 月 プロジェクト事務所

注）プロジェクト事務所：レオン市郊外 INAFOR 林業種子バンク・育種センター（Centro de Mejoramiento Genetico 

y Banco de Semillas Forestales）内の UTT-PPM 事務所 

 

上記、機材の他、各村落にスコップ、レーキ、ツルハシ、ジョウロ、噴霧器等の農具、

鋸やバール等の工具、各種育苗ポット、ビニール誘引テープ、金網、苗木、掲示ボード等

の資材供与が各村落に対して行われている。 

 

（3） 研修員の受け入れ 

本プロジェクトでは、C/P を対象の研修として、2006 年にパナマにおける第三国研修が、

また 2007 年には本邦研修が実施されている。 

2006 年のパナマにおける第三国研修は、プロジェクト・マネージャー1 名と INAFOR 職

員 3 名、市環境室技術者 3 名の計 7 名を対象に実施され、技術協力プロジェクト「パナマ

運河流域保全計画（PROCAPPA）」の現場視察と土壌保全に関する講義が行われ、村落グル

ープの活動視察及び住民との意見交換、アグロフォレストリー実習等が行われた。 

また 2007 年度に本邦にて実施した国別研修では、プロジェクト・マネージャー兼

UTT-PPM 所長である Hugo Boraños 氏を日本に招聘し、プロジェクト管理手法の講義や、森

林管理を通じた地域振興、森林組合の視察等が行われた。 

いずれの研修も参加者の満足度は高く、本プロジェクト対象地と類似した自然環境にお

ける農山村の活動を見聞し知識を広げ、見聞した経験をプロジェクトの運営に活かそうと

いう意欲が高い。尚、プロジェクト・マネージャー兼 UTT-PPM 室長は、2008 年に新任の

Ingrid Tórrez 氏に変更になったこともあり、今後、本邦研修に参加したいとの要望も出され

ている。 
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カウンターパート研修の実績 

年度 コース名 研修員名 参加時の役職 主な研修項目 

2005 ─ ─ ─ ─ 

Hugo José Bolaños Davila INAFOR,UTT-PPM 室長 

Roger Antonio Delgadillo 

Vivas 
INAFOR,UTT-PPM 普及員

Martha Carolina Delgado 

Mendieta 
INAFOR,UTT-PPM 普及員

Adela del Carmen 

Martinez Reyes 
INAFOR,UTT-PPM 普及員

Ligia Esperanza Rico 

Rugama 

Santa Rosa del Peñon 市 

環境室技師 

Uber Andres Urros Arauz
Santa Rosa del Peñon 市 

環境室技師 

2006 

パナマ第三国研修 

（2007 年1 月14 日

-2007 年1 月20日） 

計７日間 

Francisco Javier López 

Gontol 

Achuapa 市 

環境室技師 

土壌保全の講義、アグ

ロフォレストリー実

習、現場視察（水田、

等高線栽培、テ 

ラス栽培、植林等）、

類似JICA プロジェク

ト「パナマ運河流域保

全計画」との意見交換

2007 

本邦研修 

（2007 年11 月4 日

-2007 年11 月20日） 

計17日間 

Hugo José Bolaños Davila INAFOR,UTT-PPM 室長 

プロジェクト管理手 

法、森林を通じた地 

域振興、森林組合 

2008 ─ ─ ─ ─ 

2009 ─ ─ ─ ─ 

2010 ─ ─ ─ ─ 

 

3.1.2 ニカラグア国側投入 

（1） INAFOR 側プロジェクト要員 

プロジェクト開始時の PDM に示すように、現在、INAFOR 側７名、対象３市の市役所側

３名の計 10 名体制でカウンターパートが配置されている。 

INAFOR 内に設置された UTT-PPM に６名のカウンターパート（技師）と１名の庶務担当

者が配置されている。このうちプロジェクト・マネージャー兼 UTT-PPM 室長を務める Ingrid 

Tórrez 氏は、2008 年に前任者の Hugo Bolaños 氏と交替する形で着任しているが、前任者と

の意思疎通は円滑に行われており、対象３市とも密な連絡体制が維持されており、継続性

の面でも特に問題なく業務が行われている。 

尚、UTT-PPM は、開発調査後半の時期に「防災森林管理マスタープラン」の実施を目的

に INAFOR 内に設置された新部署であり、６名のメンバー全員がマスタープランの実施に

専念できる体制になっている。 
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（2） ３市の環境室のプロジェクト要員 

対象地域の位置するレオン県の３つの市役所（①Municipios de Sta.Rosa del Peñón,  ②El 

Sauce,  ③Achuapa）各々に１名ずつ環境室配属の市職員（技師）がプロジェクトのカウン

ターパートとして配置されている。３市ともに環境室が設置され 1～2 名が担当しているが、

ごみ問題や河川の汚染対策から自然環境の保全や森林管理まで市域の環境分野全般を幅広

く担当しており、また、担当地域も市街地のみならず市域が抱える数十の村落を対象とし

ているのが現状である。 

このような状況下、市側のカウンターパートは本プロジェクトの実施のみに専念できて

いるわけではないが、プロジェクトが実施するワークショップの開催や各村落への連絡等

の業務は市の担当者が積極的に行っており、様々な場面で INAFOR と連絡を取り合いなが

ら最大限、プロジェクトに参加している。 

 

（3） 施設・設備の提供、その他負担 

当初の取り決め通り、カウンターパート機関である INAFOR から、事務所施設が提供さ

れ、運営経費等の負担は INAFOR 側が負担した。プロジェクト事務所は、レオン市郊外に

ある INAFOR 林業種子バンク・育種センター（Centro de Mejoramiento Genético y Banco de 

Semillas Forestales）内に置かれ、UTT-PPM 事務所の隣室が利用された。 

電気料金、上下水道料金、電話料金等施設の維持にかかる経費、及び UTT-PPM 職員の人

件費等の運営経費及び車両の燃料代も原則、INAFOR 側で負担している。事務所の停電が頻

繁に起こっており、また、現在、施設で利用できる電力を種子の保存施設に優先的に振り

向けているため、事務所内では冷房機が利用できない状況となっている。 

また、市役所環境室のカウンターパートの人件費は各市役所が負担し、供与されたオー

トバイの燃料費等も原則市役所が負担している。 

プロジェクト開始の 2005 年からプロジェクト終了の 2010 年までの UTT-PPM 事務所の予

算措置は以下の通りである。 

                      単位（C$：コルドバ） 

年 度 予 算 

2005 1,067,000 C$ 

2006 1,450,000 C$ 

2007 1,450,000 C$ 

2008 1,400,000 C$ 

2009 1,400,000 C$ 

2010 1,400,000 C$ 

合 計 8,167,000 C$ 
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3.2 活動実績 
3.2.1 アウトプット（成果）の達成状況 

本プロジェクトの計画時に作成された PDMにおいて設定されている４つのアウトプット

（成果）に関して、それぞれの成果の指標と照らし合わせながら、現時点における達成状

況及び達成の見込みを以下に記載する通り確認した。 

 

（1） アウトプット 1 

 

成果 1. 「対象村落の参加住民による防災森林管理活動計画が策定され、実施され

る」 

 

プロジェクトの第 2 年次（2006 年度）に計画通り防災森林管理計画が作成され、その計

画に基づき毎年、村全体の年間活動計画が作成され、それに沿って毎年の個人活動計画が

作成され、活動が行なわれている。防災森林管理計画や年間活動計画についてはワークシ

ョップの際に前面に張り出され、確認、検討作業が行われ、その際に各参加者は個人活動

計画を持参し、個人計画と併せて内容の確認が行われていることが確認された。 

2009 年における個人活動計画作成者数 269 に対し、活動実施記録作成者数は 257 であり、

対象村落の家族数 495（プロジェクト開始時）に対し少なくとも 54％が個人活動計画を作

成し、52％が何らかの活動を実施している。 

９村において防災森林管理計画が作成され、これを受けて大半の参加住民の個人計画も

作成され、対象村落の家族の半数が活動を実施している。 

 

（2） アウトプット 2 

 

成果 2.「対象 3 市における住民支援体制が強化される」 

 

INAFOR および３市との間で共同技術者チームが結成され、メンバー全員が参加型森林管

理について技術的に訓練されている。これらのチームメンバーは月 1～2 回程度村落へ出向

き技術指導、ワークショップの開催、モニタリングなどの業務を再委託先と合同で実施し

ておりOJTによる技術的訓練がされており、2009年は延 155回の村落指導が行われている。

INAFOR 職員の参加の程度と比較すれば、市側の職員は必ずしもプロジェクトの選定村落に

のみ専念できる環境にはなく、UTT-PPM と合同で村を訪問できるわけではないが、市の通

常業務の中で最大限本プロジェクトの対象村落についても訪問指導は続けられている。 

村落技術指導を行う度に参加者にアンケートが実施され、2009 年 12 月に行ったアンケー

トでは、75 名中 74 名が ETC の指導に満足していると答えるなど、参加者の大半から共同

技術者チームの指導に満足しているとの肯定的な回答が得られている。 
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（3） アウトプット 3 

 

成果 3.「対象村落の参加住民が森林管理技術を習得する」 

 

これまでのワークショップ、技術指導における状況から判断して、参加者が森林管理技

術、その機能及び重要性を学んでいると考えられる。アンケートにおいても 9 割前後が個

人差はあるが森林管理にかかわる技術を学び、森林の機能についても何らかの形で理解を

示している。2007 年には延べ約 2,300 人の参加者が技術指導やワークショップで訓練され

た。また、2009 年 12 月に行ったモニタリング調査（125 名を対象）では、｢プロジェクト

に参加して良かったこと、学んだこと｣の問いに対し、95 名(76％)が｢新しい技術｣と答えた

一方、「焼畑が必要」と答えたのは 14％に留まっている。また、技術指導について 117 名が

「大変良い」または「良い」と答えている。なお、上記調査と同時に実施したアンケート(75

名を対象)では、全員が「知識が改善された」と答えている。第 2 年次(2007 年)には対象の

全村落（9 村落）において、防火隊が結成された。その後、防火訓練の一環として、防火意

識向上のためのワークショップの開催、防火マニュアルの配布が行われている。 

 

（4） アウトプット 4 

 

成果 4.「対象村落の参加住民が森林管理の重要性を理解する」 

 

環境教育の一環として、ワークショップや普及員の訪問を通じて、対象村落では土壌保

全、森林管理の意味を理解するための啓発活動が行なわれてきた。また、対象村落の小学

校では児童を対象に、環境保全をテーマにしたポスター作成、同コンクール、森林観察な

どの学校活動や村落美化活動を通した環境教育が実施されてきた。2009 年 12 月の大人を対

象にしたアンケート結果によると 93％が環境教育に参加し、そのうち 89％が環境改善活動

を自発的に行ったと答えている。 

また、対象村落の参加住民は森林管理の重要性を理解し、その結果、無秩序な農地への

火入れは大きく減少しており、環境教育を通じて環境改善活動が実施されている結果とと

らえることができる。 

 

3.3 プロジェクト目標の達成状況 
 

プロジェクト目標 

「対象 3 市の対象村落において、参加住民による持続的な森林管理活動が促進され

る」 
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参加住民は、プロジェクトを通じて指導が行われた個人活動計画に基づいて各自の森林

管理活動を実施している。「月別活動実施記録」では、実施した活動内容を月毎に記載して

いるが、2009 年におけるデータの回収数は全参加家族数 269 に対し 257 であり、参加家族

の 96％が何らかの森林管理活動を実施していると考えられる。また、活動実施記録作成者

数 257 件をプロジェクト開始当初の参加家族数 326 件を分母としてみた場合、79％がプロ

ジェクトに定着し、活動を続けていると判断できる。 

 

3.4 上位目標達成の見込み 
 

上位目標「対象３市の住民による森林管理の取り組みによって、水土保全機能が高めら

れる」については、既に対象地域の住民によって、石積工や植生筋工、谷止工などが作ら

れ、また、水源周辺の森林を保全するなどの活動が自主的に行われており、直接的な影響

であるかどうかは確認は難しいものの、これらの活動によって水源地の湧水量が増え、乾

季の湧水枯渇がなくなったとの報告も住民側から出されているなど上位目標が達成される

方向にあると考えられる。 

 

3.5 実施プロセスにおける特記事項 
3.5.1 対象村落選定と合意形成 

本プロジェクトでは、対象村落の選定のために、関係者間の協議と合意形成が十分行わ

れてきた。プロジェクトサイトは、開発調査で策定された「防災森林管理マスタープラン」

の対象地域の村落の中から抽出されたものとなっているが、このマスタープランの計画段

階において、INAFOR 及び市側との協議が行われ、カウンターパート機関側の要望が反映さ

れたものとなっている。また、プロジェクト開始時のサイトの抽出作業にも INAFOR 及び

３市が関わり、村落選定を行っており、改めてマスタープランの内容確認から、村落の選

定条件等が話し合われている。こうした計画段階からのプロセスを通じてプロジェクトの

目的意識とコンセプトが共有されてきた経緯がある。 

結果として、幹線道路や主要な町からは比較的距離があり、車両でのアクセスは困難な

村落が選定されているが、流域の水土保全という目的に合致しており、対象地域住民のニ

ーズに合ったものとなっている。また、これまで他ドナーの関与が少なかった地域でもあ

るため住民側の関心は高いものとなっている。 

また住民との意思疎通はプロジェクト以前から市の普及員が続けてきており、市の普及

活動を通じて村落の現状が把握され対象村落の合意形成も行われてきた。このようなプロ

セスを経て、違法伐採の取り締まりや伐採の許認可といった方法とは異なる形での森林管

理が導入され、住民の協力を得てコミュニティーベースの森林管理を実施することになっ

た。 
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3.5.2 技術移転上の工夫 

住民による森林管理は、住民各世帯が有する私有地が対象となることから、住民側の意

思で選択される側面があり、住民の協力が欠かせない。このため導入技術の選定について

は、ワークショップや現場での直接指導を通じて、参加者の理解を深めながら行われた。 

尚、住民への直接指導に当ったのはカウンターパート機関である INAFOR 及び３市の普

及員であり、ローカル NGO・コンサルタント及び日本人専門家は、カウンターパートの能

力向上を進めてきている。ローカル NGO・コンサルタントである APRODESA は、開発調

査の実証調査当時から住民指導に関わってきており、本プロジェクトでは、INAFOR 及び各

市の担当者に対しワークショップ等の指導を行ってきた。 

プロジェクト開始当初の 2005 年、2006 年当時は、この APRODESA がワークショップや

住民に対する指導を直接行う傾向があったとされるが、日本人専門家側によって徐々に軌

道修正され、APRODESAからC/P機関への技術移転が進められたとされ、終了時評価の 2010

年時点では、既に INAFOR 及び市の担当者が主体となってワークショップを進めている。 

また、具体的な導入技術は、住民が自らの資金を活用して実施できるような適正技術が

検討・採用され、石積工、植生筋工、谷止工、簡易の護岸、コーヒー等の日陰栽培、ビニ

ール袋を活用した植林用の育苗などが、流域の水土保全のために住民の手で実施されてい

る。また、個人活動計画については、識字の困難な向きもあることから、絵や図を使って

記録する指導が行われてきた。 
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第4章 評価結果 

 

4.1 評価 5 項目による評価 
4.1.1 妥当性 

1) 「ニ」国側の必要性・優先度 

「ニ」国では、山岳地帯で慣習的に焼き畑農業が行われてきたが、1998 年に襲来したハ

リケーン・ミッチにより、こうした山岳地帯において多くの人命被害が発生し、農地、道

路等が甚大な被害を受け、土壌流亡・侵食等も引き起こしている。「ニ」国は、これらに対

する抜本的な対策として、流域の森林管理や植林事業を通じた水土保全機能の回復、そし

てこれらを踏まえた防災対策を、住民による森林管理を通じて行うものとし、2004 年には

INAFOR はマスタープラン実施のための普及員の数を 3 名から 5 名に増員し、2005 年の予

算を前年度比 50％増しにするなど積極的に対応してきた。 

このような点から本プロジェクトの取組みは「ニ」国側の必要性に合致しており、また

「ニ」国側は本プロジェクトに高い優先度を置いてきた。 

 

2) 地方政府の政策・計画との整合性 

対象となっているレオン県北部の３市からそれぞれ３村落ずつ選定された計９村落は、

市役所側の要望を踏まえつつ検討を行い決定した経緯があり、各市が５年ごとに策定する

開発計画(Plan de Desarrollo Municipal)にも沿っている。また、開発調査において策定された

「防災森林管理マスタープラン」の対象地域の村落の中から抽出されたものとなっており、

同マスタープランを施行する意味合いからも、「ニ」国側の開発政策との整合性は高い。 

 

3) 手段・実施体制の適切性 

対象地域の森林・農地の多くは個人所有となっているため、プロジェクト実施のために

住民の積極的参加が欠かせない。このためターゲットグループとして常に住民を中心に置

き、森林管理の計画から実施に係る指導を進めた点、手段としての適切性は高い。また、

実施体制についても、各市は計画段階から INAFOR 同様、本プロジェクトにコミットして

おり、R/D 締結も各市長がプロジェクトの重要性を認識した上で自らサインを行うなど、実

施体制作りの面でも高い適切性が認められる。 

 

4) 対象村落・対象住民の選定 

対象村落は、幹線道路や主要な町からかなりの距離があり、村落まで車両でのアクセス

が困難であるが、これまで他ドナーの関与が少なかった地域でもあるため住民側の関心は

高く、本プロジェクトの実施が歓迎されていた。同種のプロジェクトにおいては、交通や

通信のアクセスが容易な地域をプロジェクトサイトに選ぶケースも多々見られるが、本プ
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ロジェクトでは、水土保全のニーズに即し上流域を中心に対象村落を選定した点は、特に

高く評価できる。 

 

上記の理由から、妥当性は「高い」と評価する。 

 

4.1.2 有効性 

1) プロジェクト目標の達成度 

プロジェクト目標として設定された「対象 3 市の対象村落において、参加住民による持

続的な森林管理活動が促進される」に関しては、対象となっている計９村落の参加家族の

半数余りが何らかの形で持続的森林管理活動を自発的に実施するなど、徐々に持続的な森

林管理活動が促進されていると判断される。 

参加家族数については、プロジェクト開始時点では 326 家族であったものが、269 家族（当

初の 79％）に減少したとされるが、これは当初プロジェクトに関与した者を全て参加者と

してカウントしていたものを、2008 年に参加者の定義を「個人活動計画」もしくは「活動

実施記録」を作成した者と定めたことも一つの要因である。出稼ぎ等のため活動を中断し

た者がいるほか、当初の参加者は何か物品が供与されることを期待して単に顔を出しただ

けの住民も少なくなかった、との指摘もあった。その後、参加者は減少傾向にはなく、ま

た 80％近い定着率であることを考えると達成度は高いと判断できる。 

 

2) 成果 1. との因果関係 

設定された成果「対象村落の参加住民による防災森林管理活動計画が策定され、実施さ

れる」については、９村において防災森林管理計画が作成され、これを受けて大半の参加

住民の個人計画も作成され、対象村落の家族の半数が活動を実施している。 

 

3) 成果 2. との因果関係 

設定された成果「対象 3 市における住民支援体制が強化される」については、INAFOR

および３市との間で共同技術者チームが結成され、メンバー全員が参加型森林管理につい

て技術的に訓練されている。また、住民支援体制が整備され、実際に対象村落で指導が実

施されたことで、多くの住民からプロジェクトに対する肯定的意見が聞かれ、住民の満足

度は高い。INAFOR 職員の参加の程度と比較すれば、市側の職員は必ずしもプロジェクトの

選定村落にのみ専念できる環境にはないが、市の通常業務の中で最大限本プロジェクトの

対象村落についても訪問指導は続けられている。 

 

4) 成果 3. との因果関係 

設定された成果「対象村落の参加住民が森林管理技術を習得する」に関しては、対象村

落の参加住民が保有する土地では無秩序な農地への火入れは減少しており、個人活動計画
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に沿って、既に石積工や植生筋工など様々な土壌保全対策が実施されている。また、水源

地周辺の森林が保全されることによって、湧水が以前に増して安定確保されるようになっ

たことを説明する住民もおり、参加住民の間で天然林管理や植林など森林管理技術が習得

され、それらの経験を踏まえた成果を対外的に説明できるレベルにまで一部では達してい

る。 

第 2 年次に 9 村落で森林防火隊が結成され、消火に必要な資機材の供与も行われている。

その後、防火訓練の一環として防火意識向上のためのワークショップが開催され、防火マ

ニュアルの配布も行われている。 

 

5) 成果 4. との因果関係 

設定された成果「対象村落の参加住民が森林管理の重要性を理解する」に関しては、対

象村落の参加住民は森林管理の重要性を理解し、その結果、無秩序な農地への火入れは大

きく減少している。また所有地における有用樹種の植林の推進、既存木の保護、土壌保全

対策など、森林管理に対する認識の高さがうかがわれる。また、これらの実践に当たって、

日本人専門家が対象村落での活動方法について直接カウンターパートの指導に従事した点

についてニカラグア側からの評価は高い。 

 

上記の理由から、有効性は「やや高い」と評価する。 

 

4.1.3 効率性 

1) プロジェクト実施体制 

2000 年から 2004 年にかけて行われた「ニカラグア国北部太平洋岸地域防災森林管理計画

調査」によって策定された「防災森林管理マスタープラン」の実施のために、開発調査の

後半に INAFOR 内に UTT-PPM が設置され、本プロジェクトに専念できる職員が確保されて

いる点、効率性を高めている。このようにマスタープラン実施のための体制を早期に整え

てきたニカラグア側の迅速かつ積極的な対応が評価される。 

2004 年に UTT-PPM 設置後、R/D が 2005 年後半に締結された。結果、プロジェクトの実

施は 2006 年 1 月からとなり、UTT-PPM 設置からプロジェクト開始まで１年あまりの期間が

開いてしまったが、本技術協力プロジェクトの開始直後には、UTT-PPM と市側の環境室か

らなる共同技術者チーム ETC が形成されプロジェクトの実施が始まっている。 

 

2) 関係機関との連携体制 

INAFOR と市役所側との連携体制は良好であり、「防災森林管理マスタープラン」の実施

という目的意識が市役所側においても共有されており、本プロジェクトはマスタープラン

の一部を実施しているという理解が浸透している。また、市役所側は、マスタープランの

内容と関連の深い MARENA（環境天然資源省）が実施機関となっているプロジェクト MST
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「ニカラグア国干ばつ傾向地帯土壌劣化地域の持続的管理」 (Manejo Sostenible de la Tierra 

en Áreas Degradadas Propensas a Sequía en Nicaragua)との連携も進めている。 

 

3) 専門家派遣形態 

本プロジェクトの専門家は全員、短期間のシャトル型派遣形態であったため、プロジェ

クト実施中に専門家の不在期間が生じるものの、この間、カウンターパート機関が自主的

に活動を進める意識が醸成され、結果的には効率的な技術移転につながっている。これは、

本プロジェクト専従の職員が INAFOR に確保されていたことによることも大きい。 

また、日本から専門家を派遣するにあたって、当初は、各専門家が滞在時期を重ならな

いようにすることで日本人専門家の不在期間をなるべく少なくすることが効率的と考えて

いたが、全ての専門家の現地滞在期間が重なるように配慮したことで、ニカラグア滞在中

に経験を共有し専門家チーム内で意思疎通を図り、議論を深めることに役立ってきた。ま

た、カウンターパート側からの広範な質問や相談に際しても、専門家全員と共に協議する

ことで、意識の共通化を図り、適切な対応を取ることが可能となった。 

 

4) 対象村落の選定 

対象村落は、幹線道路や地域の主要都市から距離があり、交通のアクセスや通信手段に

おいても難しい地域ではあったが、しかしながらこれらの悪条件が必ずしもプロジェクト

実施の効率性にマイナスの影響を与えてはいない。むしろ、こうした地域は他ドナーの協

力がこれまで希薄であったことからも住民側の対応は良好であり、住民の積極的な取り組

み姿勢が効率性を高めていると言える。 

 

5) 予算・供与機材 

本プロジェクトは、人的な協力に重きが置かれ、自助努力の促進のために供与機材が少

ないものとなっていた。カウンターパート機関である INAFORや３つの市役所においても、

物質的インセンティブを与えるものではなかった。 

ターゲットグループである対象村落の住民の中には、プロジェクト開始当初、単に何か

供与機材や食料などが供与されることを期待して集まる向きもあったとされるが、プロジ

ェクトの趣旨が理解されるにつれ、徐々にオーナーシップを持つようになり、より積極的

にプロジェクトに関わるようになっていったと理解される。また、住民による森林管理に

必要な資機材を市側の職員が他ドナー「Cuenta de Milenio」の行うプロジェクトに申請し調

達するなど、日本側が提供する資機材の不足分を市側が補完するといった例もみられた。

結果として、本プロジェクトの予算や供与機材に関しては概ね適正であったと判断される。 
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6) ローカル NGO／コンサルタントの位置付け 

ローカル NGO・コンサルタントである APRODESA は、開発調査の実証調査当時から住

民指導に関わってきており、本プロジェクトでは、INAFOR 及び各市の担当者に対しワーク

ショップ等の指導を行ってきた。プロジェクト開始当初は APRODESA がワークショップや

住民に対する指導を直接行う比重が高かったとされるが、終了時評価の時点では、既に

INAFOR 及び市の担当者が主体となってワークショップを進めており、APRODESA を通じ

て能力向上が行われた結果が見て取れる。 

プロジェクト関係者にとって、APRODESA は単なる業務請負者でなく、ローカルコンサ

ルタントあるいはローカルNGO丸投げ型のプロジェクトとは明確に区別されていることか

らもローカル NGO／コンサルタントの位置付けに関する適切性は高いといえる。 

尚、MST のような他ドナーのプロジェクトにおいても JICA プロジェクトのこうした実施

方法は広く理解されてきており、こうした方法を取り入れたいとしている。 

 

上記の理由から、効率性は「高い」と評価する。 

 

4.1.4 インパクト 

1) 上位目標達成の見込み 

上位目標「対象３市の住民による森林管理の取り組みによって、水土保全機能が高めら

れる」については、既に対象地域の住民によって、石積工や植生筋工、谷止工などが作ら

れ、また、水源周辺の森林を保全するなどの活動が自主的に行われている。直接的な影響

であるかどうかの確認は難しいものの、これらの活動によって水源地の湧水量が増え、乾

季の湧水枯渇がなくなったとの報告も住民側から出されおり上位目標が達成される方向に

あると考えられる。 

 

2) 実施方法におけるインパクト 

プロジェクトにおける住民対象ワークショップは、現場で住民との対話を重視する方法

で行われ、また、INAFOR と各市の担当者が緊密に連携して取り組んだ新しい実施体制のプ

ロジェクトであり、その方法論や理念の面で、関係者の意識に大きなプラスのインパクト

があった。 

 

3) 人材育成・能力向上に比重を置いたプロジェクト 

資機材提供は最低限とし、人材育成・能力向上に比重を置いたプロジェクトとしたこと

を住民側もカウンターパート側も共に評価している。当初は、村落に何か施設が提供され

るのではないか、あるいは各世帯に資機材が配られるのではないかといった期待から集ま

った住民もいたとされるが、プロジェクト活動を進めていくにつれ、住民に徐々にプロジ
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ェクト本来の狙いが理解され、住民のオーナーシップが醸成されてきている点はプラスの

インパクトとなっている。 

 

4) 現場主義に対するニカラグア側の評価 

本プロジェクトでは、INAFOR 及び各市のカウンターパート共に、日本人専門家が現場に

おいて直接住民に接し、住民生活の状況を把握しながら、プロジェクトの運営指導を行っ

たことが、ターゲットグループである各村落住民の意識面に良い影響を与えている。また、

カウンターパート側も日本人専門家が行う技術面の指導のみならず、仕事の仕方や考え方、

現場を特に大切にする姿勢など技術面以外にも様々なことを学ぶ機会に恵まれたことを評

価しており、日本の協力姿勢がニカラグアに与えるインパクトは非常に大きなものがある。 

 

5) 他プロジェクトに対する影響 

本プロジェクトでは、現在、対象村落住民、各市役所、INAFOR、専門家チーム、それぞ

れの関係が良好であり、同地域で活動する別プロジェクトの活動に対しても、市側の担当

者を通じて影響を与えている。 

市側の担当者は、本プロジェクト以外にも他プロジェクト（例えば MST 等）の担当者と

なっており、その結果、マスタープランの実施を、MST と連携して行おうとの動きもあり、

MST の担当者からは本プロジェクトの実施方法・実施体制を参考としたいとの話もあった。

また住民による森林管理に必要な資機材を市側の職員が Cuenta de Milenio の行うプロジェ

クトに申請するといった動きも見られる。このように本プロジェクトは市職員を通じて他

ドナーのプロジェクトにも影響を与え始めていると考えられる。 

 

6) INAFOR へのインパクト 

INAFOR は、新たな試みとして、本プロジェクトを通じてコミュニティーベースの森林管

理を実施することになったが、庁内では森林保全についての新たな方法論に注目が集まる

ようになってきている。また住民側も INAFOR の活動に対して信頼を寄せるようになって

きており、こうした住民による森林管理の手法や実施体制を他県・他地域においても取り

入れたいとの意見が出てきている。 

INAFOR の他のプロジェクトとしては、現在、以下の４つが挙げられているが、これらの

実施に際して、本プロジェクト(PROMAFP)の基本理念や住民参加のための手法が特に参考

になるとしており、類似の方法を取り入れることを検討しているとされる。 

① Cruzada Nacional para la Reforestación 「全国植林キャンペーン」 

② Plan de Protección Forestal 「森林保全計画」 

③ Forestería Comunitaria en la Región de la Costa Atlántica 「大西洋沿岸地域における村落

林業」 

④ Proyecto de Ordenamiento Forestal 「森林整備プロジェクト」 
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上記の理由から、インパクトは「高い」と評価する。 

 

4.1.5 自立発展性 

1) INAFOR の組織・実施体制面 

本プロジェクトは現場レベルでは、３市９村落、INAFOR が関係組織となっているが、３

市及び INAFOR 共にカウンターパートの定着率は高い。INAFOR の担当職員（UTT-PPM）

の人数はプロジェクト開始当初（計 3 名）と比較して増員（計 5 名）されている。 

現在の実施体制が継続されるならば、INAFOR における自立発展性が期待される。なお、

INAFOR 側は現在の人員での業務実施体制を維持すべく、財政当局側にも働きかけを行って

おり、プロジェクトの自立性に向けた取り組みがみられる。今後は、人員の確保のみなら

ず、普及員の活動に必要なオペレーションコストを確保すべく努力が求められている。 

また、INAFOR では、開発調査で策定された「防災森林管理マスタープラン」以降、専任

のチーム（UTT-PPM）を設置し、業務を実施してきており、また本プロジェクトでの住民

参加の手法や市側との連携方法、専任チームの設置などの実施体制を他県・他地域におい

ても取り入れることを本庁では検討している。 

 

2) ３市の組織・実施体制面 

対象地域の３市においては、財政面の問題から本プロジェクト専従の人材確保はできて

おらず、市側のカウンターパートは、環境分野全般に渡る広範な業務を担当している。担

当地域も市域全体の数十村落を担当しているため、市側の実施体制としての自立発展性は

必ずしも高いとは言えない。 

各市環境室は、目下、置かれている状況下で可能な限りの対応を進めているが、今後と

も逐次予算の充実を図る中で市技術者要員の増員とその指導力向上のための訓練を重ねて

行くよう努力する必要がある。 

一方でインパクトの項目で記したように、市側のカウンターパートが他プロジェクトと

の兼任となっていることから、本プロジェクトと他のプロジェクトとの間の連携が図られ、

知見の共有化が促進されるという一面もある。 

 

3) 技術面 

INAFOR 及び市役所側の人材がプロジェクトによって育成され、対象村落においてこれら

の職員がワークショップを実施している。また、村落住民の中にも森林管理活動や水土保

全活動について説明できる人材が育ってきていることから、技術面での自立性は高いとい

える。 
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発展的な試みとして、INAFOR 本庁では他県における森林管理活動に関しても本プロジェ

クトの経験を波及させることを考えており、プロジェクト関係者を他地域での指導に活用

することも検討されている。 

 

4) 社会面 

対象村落では、無秩序な農地への火入れが行われなくなってきており、自主的な水土保

全活動が行われていることは、有効性の項目で述べたが、こうした活動に近隣の村落住民

も興味を持ち、ワークショップに参加したいという要望が出ている。このためいくつかの

対象村落では近隣の村落も含めた形でワークショップを実施しており、地域の篤農家も育

成されつつあり、地域社会全体として自立発展性も期待される。 

 

5) 総合的自立発展性 

本プロジェクトの C/P 機関である INAFOR 及び市について、本プロジェクトが終了した

場合でも、現状レベルの取組みは維持できる可能性は高いが、将来にわたって取組みを拡

大・発展させていくことは、財政面、人材面の制約等から困難なことが想定される。一方

で、行政機関に頼るのみでなく、村落住民が将来にわたって主体的に活動を継続していく

ために必要な住民組織を維持し運営できるようなリーダー的な人材が村落内で育ちつつあ

ることは、今後総合的な自立発展性を確保していく上で大きな鍵となると考えられる。 

 

以上の理由から、自立発展性は「中程度」と評価する。 

 

4.2 阻害・貢献要因の総合的検証 
本プロジェクトに関して、比較的良好な実施状況であり特に阻害要因は認められないが、

各市は財政面で専従を置くことができないため他業務との兼任で担当していることから、

将来的には阻害要因となる可能性はある。以下、計画内容に関する貢献要因及び実施プロ

セスによる貢献要因に関して記す。 

 

4.2.1 計画内容に関する貢献要因 

 実施体制を明確にし、実施主体がカウンターパート機関であることを関係者間で

合意ができていた点。 

 プロジェクトサイトの交通や通信のアクセスの容易さだけにとらわれないニーズ

に合った地域選定が行われた点。 

 計画内容は市の普及員等からの情報に基づき地域のニーズに合ったものとなって

いた点。 

 INAFOR 本庁側の理解と協力が得られ、マスタープラン実施のための専従チーム

（UTT-PPM）がプロジェクト開始前に新たに設置され、メンバーがプロジェクト
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の実施に専念できた点。 

 プロジェクトは、開発調査で作成された「防災森林管理マスタープラン」の実施

を目指すことが関係者間で周知徹底されており、またこのマスタープラン自体が

単なるプランではなく実施することを強く意識して作成されたものであった点。 

 INAFOR の役割を森林保全のための規制や取り締まりではなく、ワークショップ等

を通じた住民啓発と住民の参加・協力が得られるべく指導面に重点を置いた点。 

 

4.2.2 実施プロセスに関する貢献要因 

 地域住民がプロジェクトを実施する意味を理解することに力を注いだ点。 

 計画段階から INAFOR 及び各市の参加があり、関係者が協力的であった点。 

 必要以上の機材や資金の供与はなく、C/P 機関、ターゲットグループである住民、

共に物的なインセンティブは働かなかった点。 

 日本人専門家がプロジェクトの方針や方向性、各機関の役割等について適切な指

示を与え、適宜、ローカル NGO の役割等について軌道修正も行ってきた点。 

 日本人専門家の C/P への指導を通じて、C/P が住民への指導を直接行った点。 

 対象地域の農家の土地所有形態など地域の状況を十分理解してプロジェクトを計

画した点。 

 対象地域の住民の識字状況等を考慮した指導方法を採った点。 

 専門家間の意思疎通を容易にするため派遣期間が重なるよう配慮した点。 

 ニカラグア側がマスタープラン実施のための体制を早期に整えていた点。 

 INAFOR 及び関係３市、また対象村落の住民間の関係が良好であり、専門家側と

のコミュニケーションが良好であったこと。 

 個人活動計画作成には文字よりも絵図を活用し、また、森林管理・水土保全のた

めに住民が資金を掛けずに実施できる方法を指導するなど、地域住民の現状に配

慮した適正技術が導入されている点。 

 地域住民が誇りを持つことができるような指導が実施された点。地域住民のエン

パワメントという視点からも有効であった。 

 

4.3 結論 
本プロジェクトは、ニカラグア側と日本側の密接な協力関係のもと、関係者・関係機関

からの適切な協力を得ながら成功裏に実施されてきている。 

成果 1～4 にて示される活動の実施を通じて、選定された対象村落において参加住民によ

る持続的な森林管理活動の促進がもたらされている。また、各関係機関の役割分担につい

て十分理解されており、良好な協力体制が確認された。各機関及びターゲットグループで

ある村落住民におけるオーナーシップも比較的よく醸成されていると認められる。 
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こうした体制を将来にわたってより確実なものとし、また、さらに発展させるためには、

開発調査において策定された「防災森林管理マスタープラン」の実施体制に示されている

ように、INAFOR との連携の下、村落への指導の直接的役割を市が担って行く必要があり、

今後とも市側及び INAFOR 側の一層の努力の継続が望まれるとともに、住民組織を維持し

運営できるようなリーダー的な人材の育成が重要である。 

プロジェクトの活動は、ほぼ定着しつつあることが明らかとなり、現在までの進捗状況

からプロジェクト終了時までに R/D に記載された目標を達成することが見込まれる。 
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第5章 提言と教訓 

 

5.1 提言 
（1） リーダーを中心とした農民自身による活動の推進体制の整備 

プロジェクト参加住民へのインタビュー、現場での森林管理活動、コーヒーなどの植

栽、石積工や植生筋工などによる農地保全活動の実施状況の視察などを通じて感じた

のが、村落住民が将来にわたって主体的に活動を継続していくために必要な住民組織

を維持し運営できるようなリーダー的な人材が村落内で育ちつつあると言うことであ

る。事実、数名の住民からは、プロジェクトが終了しても、組織化された体制を維持

することで活動を継続していく自信があるとの発言もあった。このため、プロジェク

トとしては、終了までに、このようなリーダーを中心とした農民自身による活動の推

進体制を整備していくことに重点を置いて取組みを進めていくことが重要である。 

（2） 技術や経験の体系的な整理 

INAFOR は、本プロジェクトの基本理念や住民参加のための手法を、今後、他の類似プ

ロジェクトで採用することを検討しており、また、市側も、マスタープランの実施を、

他のプロジェクトと連携して行おうとの動きもあるなど、本プロジェクトは、住民参

加型の森林管理プロジェクトとして汎用性の高いモデルとなり得るものである。この

ため、プロジェクトは終了までに、他者が参考とする際役立つよう、これまでの活動

実績を通じて蓄積してきた技術や経験を住民指導マニュアルの改訂等を通じて体系的

に整理することが重要である。 

（3） 他地域に展開するためのリソースの確保 

プロジェクト対象地域においては、前述したように、プロジェクト終了後も住民が中

心となって自立的に活動を実施していける芽が出始めているが、一方で、これらの活

動を他地域において展開していくためには、更なるリソースが必要であることは明白

である。それには、国において必要な予算措置を講じる努力が求められるとともに、

他の関心あるドナーの協力も重要となってくる。そして、そのためには、本プロジェ

クトで得られた成果や教訓が関係者間で確実に共有されるようにしていくことが必要

である。 

（4） プロジェクト終了を見据えた UTT-PPM の今後の位置づけ 

INAFOR が設置した専任のチーム（UTT-PPM）が上手く機能したことは、本プロジェ

クトが成果を上げている大きな要因の一つであると言える。また、地域住民からは、

本プロジェクトが終了後、自ら活動を継続していく基盤は出来つつあるものの、必要

に応じて INAFOR 及び市側から支援を受けられるようにして欲しいとの要望もあった

ところである。このため、「ニ」国側においては、プロジェクト終了を見据え、UTT-PPM

の今後のあり方について検討を行っていく必要があると思料される。 
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5.2 教訓 
（1） 本プロジェクトの対象地域は、個人所有地がほとんどで、土地の境界には有刺鉄

線を張り巡らせるなど、土地に対する所有者意識が極めて強いことがうかがえたが、

そのような社会・経済構造下にある地域において、先ず、「自ら所有する土地は自らが

適正に管理すること」との基本方針の下、「個人活動計画」、「活動実施記録」を作成さ

せることで、各種作業を計画的に実践する意識を高めたことと、また、例えばコーヒ

ー生産を中心的に取り組むための住民のグループ化、石積工の共同作業など、目的に

応じて柔軟に地域住民の組織化を進めたことはプロジェクトが一定の成果を挙げた大

きな要因ではないかと考える。このような村落開発型のプロジェクトにおいては、地

域住民への技術移転・普及手法が常に大きな課題となるが、本プロジェクトのように、

地域の特質を踏まえ、住民に受け入れられやすいよう柔軟なアプローチを採用してい

くことの重要性が改めて認識された。 

（2） 多くの参加者が、プロジェクトへ参加して最も良かった点として、森林保全、農

地保全対策等に関する技術の習得はもとより、自ら計画・立案し、それに基づいて取

組みを実践することの重要を学んだ点を強調していたことが印象的である。特に、森

林保全は長い年月を要する取組みであり、地域住民がモチベーションを保っていくた

めには、そのような自発的な姿勢が極めて重要であり、また、今後の自立発展性を確

保していく上でも鍵となることが再認識された。 

（3） 本プロジェクトは、2000 年から 2004 年にかけて行われた「ニカラグア国北部太平

洋岸地域防災森林管理計画調査」によって策定された「防災森林管理マスタープラン」

を基に実施されたもので、開発調査の後半に INAFOR内に専任のUTT-PPMが設置され、

本プロジェクトに専念できる職員が確保された点が事業を効果的・効率的に進めてい

く上で重要な役割を果たした。2004 年に UTT-PPM 設置後、プロジェクト開始まで１年

あまりの期間が開いてしまった経緯があった中で、「二」国側がマスタープラン実施の

重要性を強く認識し、そのための体制整備を行ってきたことは評価されるものであり、

また、JICA の技術協力の重要なアプローチの一つである、マスタープランの作成、そ

れを基にしたプロジェクトの実施の有効性が確認されたことは意義がある。 

（4） 本プロジェクトでは、日本人専門家が現場に足を運び地域住民の実状と課題を把

握し、カウンターパートと協議していく中で、プロジェクトの方針決定や調整を行っ

てきたことが、住民及びカウンターパート機関の間で高い評価を得ている。 

（5） また、本プロジェクトで契約したローカル NGO／コンサルタントは、あくまでも

プロジェクト実施の補完的役割に徹し、INAFOR 及び対象地域の市の担当者が実施主体

となっていた事も、当該分野における｢ニ｣国自身による今後の活動の展開を図る上で

有効なアプローチであった。これは契約したローカル NGO／コンサルタントがマスタ

ープラン作成の開発調査にも参加し、本プロジェクトの狙いを十分に把握していたこ

とも大きな要因であったと考えられる。 
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（6） このような現場により近いところで、ローカルリソースを効果的に組み合わせて

活動を展開していく手法は、他の類似プロジェクトにおいても参考となると思われる。 
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